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健康保険法施行直後の資本家およ び

資本家団体の改正意見とその分布状況

坂口正之

On the Claims for Amendment of the Health Insurance Act 

by the Management after the Enforcement (1927) 

MASAYUKI SAKAGUCHI 

は じ めに

「健康保険法」は，その制定(1922年3月)の後，実

筋 0927年1月)iL至るまでのほほ 5年の聞に好余曲折

を経たのであるが.いさ実胞してみると，全く予:匹、外lζ

受診・手IJ用が急場し，医師の側からは診療報酬の低下が

叫ばれ.労働者の似IJからは絹診・粗療の不満の声が聞か

れ，企業 ・資本家の側からは不正利用，乱診 ・乱療，医

療費の増加，仮病 ・怠業 ・生産能率の低下が非難され，

政府の側からは負担の地加が憂慮されたのであった。

これらの改正意見や改善運動 ・反対運動に関して.筆

者IJ..乙れまでに.労働組合の対応を中心にして若干の

研究を取りまとめたζとがあるけ。また，個別企業及

び資本家団体についても，健康保険法の施行直後の時期

K限定して.健康保険法施行の「影響」をどのように捉

えていたのかを考察した乙とがある 2)。

本稿1'::おいては，そのような「影響J1'::基ついて，企

業・資本家団体が，健康保険法の問題点はどとにあり，

それK対してどのような改正意見を抱いていたのか，ま

たそれらを通して彼らが健康保険法を労資協調策として

どのように理解しようとしていたのかを.健威保険法の

施行l直後の状況に限定して.若干の考察を行いたいと思

つ。

1 原則論

(1) 健康保険法撤廃または無期延期論

ζの主張は，実は，健康保険法の制定時において，す

でに提起された問題でもあった。

たとえば，鉱山懇話会は. 1922年 1月14日付けで，銭

高務大臣tζあてて，健康保険法だけを単独で施行する乙

とに反対しあるいは施行の無期延期を主張する「陳情

書 3)Jを提出していたのであった。

また東京商業会議所は，同年3月18日付けで，健康保

険法等の如き部分的施設は見合せ.統ーしたる労働保険

法の制定を望む.という「鐙議(請願)4) Jを行って

いる。

とζろが，健康保険法の施行期以降においては，その

ような制度廃止論や無期延期論は影を潜めるようになり，

上記の鉱山懇話会や東京商業会議所は忠一早乙のような主

張を行っていない。たた〉日本工業倶楽部が 「寧ろ本法

の廃止を希望すと錐も，法律胞行の日尚浅く，今直ちに

f!iIJ度の根本的変革を為すを難しとする事情存すべき 5)J 

と述べているようlζ，本心としては廃止を望んだのであ

ろうか，健康保険制度が既成の事実として実施された段

階では，廃止論や延期論は説得力を持ちえないととを認

めたからであっただろう。

ζのJ去に関して. r東洋経済新報J0927年7月9・
16日)は. i健康保険問題と労資双方の主張Jという記

事において. i最近ではー・・寧ろ資本家側に於て，線本

的反対論が叫ばれ，廃棄論さえ総かるるに至った 6)J 

と述べているが，それはやや過大で・誇張的な表現である

と言わなければならなし、。東洋経済新報の記者は. i廃

止論」の出所を具体的には示しておらず.おそらくは鉱

山資本家を中心としたいわゆる「健康保険悪用論Jの流

術に影響されたものと思われるが，東京商業会議所がそ

の当時iζ行った調査 7)では.明値比「廃止論」を唱え

ている鉱山資本家を確認する乙とはできないのである。

すなわち.同調査では，坪J1:友機工場， 一源製飽所，康

文社印刷の3社 8)が「廃止又は無期延期Jを希望した

と整f!1!され.また，東京瓦斯電気工業側および日本加工

製紙附の2社が「廃疾保険其の他の社会保険の速行Jを

希聾したと整理しているに過ぎず 9)，さらに，同調査の

後半部分にまとめられている「当業者其の他の健康保険

)
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法改正に閲する窓見jにおいて個別企業ごとの改正意見

をながめても，鉱山資本家は11社.同資本家団体は3同

体10)とりあけ'られているが.それらから「廃止論」を

直接読みとる乙とはできないのである。

乙のようIL，健康保険法の施行直後の時期においては.

心情的な廃止論や延期論はむしろ少数派 11)であったと

言えるのである。

(2) 民間共済組合適用除外 ・代行論

民間共済組合の適用除外の要求は，健康保険法の制定

当時の時期から既に縫起されていたし，また関東大震災

によって施行が延期されていた聞にも，資本家から再び

強い要求が提起され，政府当局も一時はその要求を認め

ざるをえないと覚悟したほどであった。

と乙ろが.資本家及び資本家団体は，彼らの要求が再

三排除されてきたにもかかわらず.決して，その要求を

捨て去っていたわけではなかった。 政府当局が.健康保

険法の施行後間もなくにして，その改正もやむなしと決

意するにいたるや，彼らは積極的IL改正意見を提出し，

その中でかつての民間共済組合適用除外の要求を盛り込

んだのであった。

さて，社会局『健康保険時報JIL収録された「健康

保険法令改善意見JILよれば，民間共済組合の適用除外

を主娠したのは，日本工業倶楽部(以下工業倶楽部と略

す)，大日本紡績迎合会(以下紡績連合会と略す)およ

び東京商業会議所であった 12)。また，協調会「健康保

険法改正怠見紛録J13)では.上記の3団体の他に.日

本羊毛工業会(以下羊毛工業会と略す)があげられてい

る。さらに.前潟東京商業会議所編『健康保険法改正意

見並iζ参考意見JIζ収録された「健康保険法改正iζ関す

る当業者其の他の希望事項摘要Jでは，上記の他IL14). 

石炭鉱業連合会 ・鉱山懇話会があげられている 15)。し

たがって，合計6団体ということになるが，それらは当

時の有力な資本家団体の中核でもあった。

乙れらの6団体の怠見をいま少し詳しくみると，次の

ように整理するととができる。

工業 倶楽部:共済組合を公認するの方法iζ依り之

IL加入するものに対しては本法の適

用に付き別段の規定を設くる乙と

紡績連合会:主要用件を具備する共済組合を認、む

るとと

東京商業会議所・ 共済組合にして少くとも健康保険法

と間程度以上の組織内容を具備せる

ものに対しては本法の適用より除外

する乙と

羊毛工業会:各工場鉱山独自の事情を尊電し共済

( 2 ) 

組合の発達せると乙ろには保険組合

の経営を之に託する等出来~!}る限り

自治的経営を奨励する ζと

石炭鉱業迎合会:健康保険法による保険給付と同程度

・鉱山懇話会 の救済を行う共済組合を有する事業

場κ対しては宮業Iζ於けると同じく

同法適用の除外を認むる乙と

乙のように.乙の時期の民間共済組合の適用除外論は.

かつて1925年1月に労働保険調査会で決定された答11116)

と大きく変わるものでなく.適用除外されるべき共済組

合は健康保険組合と同程度の内容を持っているととを条

件とするものであった。ただ，適用除外された共済組合

のその後の取級いに関しては，多少の相違が見受けられ

るようである。工業倶楽部は明確に「別段の規定JILつ

いて言及し，石炭鉱業述合会・鉱山懇話会，紡績連合会も

「官業Jと同じくと述べている乙とから「別段の規定的J

を認めるものであったと恩われる。また，羊毛工業会も

感じとしては全面的な適用除外を提起しているものとは

恩われない。しかし，東京商業会議所は.その f!!1!rD J 

を述べた箇所で「組合の自治lζ委ねるを適当と認む」と

言っているようIL.やや共済組合の独自性を強調してい

るようでもある。とはいえ，その共済組合ふ 「健康保

険法と同程度以上の組織内容を具備Jしている ζとを条

件とするのであるから.一定の制約は課せられていた乙

とになる。

このような，適用除外・代行論について，協調会「他

膝保険法改正意見絹録Jは. i某事業主団体調査JILよ

りながら.次のような「賛成理由jを「解説Jとして紹
18) 

介している

1.共済組合は給付が包括的であり，冠婚葬祭，家族

給付，脱退給付などによって多くの労働者がその恩

恵に浴することができる。

2.企業は共済組合と健保組合に二重負担しなければ

はらず，無駄である。

3.共済組合は温情的労資関係を基調としているのに

対して.健康保険は法律上の権利義務的関係に引き

l直した制度であるから，事業主は自発的Iζ負担の附

加IL応じない。

4.健康保険組合の付加給付を認めれば共済組合の適

用除外は不要であるという意見があるが.1)事業主

は法定の他に付加給付のための負担憎加の財源を持

ちえない.2)付加給付の結果，健保組合が破産した

場合iζ，政府はζれを引き受けるや否や，の問題が

ある。

5.健康保険法の権利観念はかえって労資聞に争いを
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生じ，円満を欠くに至る。

6.社会保険は自治的な共済組合の発達や保険思想、の

発達の上iζ形成されたものであって，強制j的 ・画一

的lζ一朝にして造ろうとしても失敗する。

ζの「照由」の典拠は明かではないが，乙ζであげら

れた論点はすべて.それ以前の労働保険調査会iζおける

議論や論文，論説などで論破されたものである。従って.

それらは説得的でなく ，結局のと乙ろ実現される乙とは

なかった 19)。

それは，健康保険法と同等またはそれ以上の条件を迷

成し，健保できる民間共済組合はむしろ例外的iζ少数で

あり.しかもその適用除外は実利的に有利な点は少なかっ

たのである。

それ故.民間共済組合適用除外は資本家団体の要求と

はなりえても.個別企業の要求とはなりえず，東京商業

会議所の調査においても，適用除外を提起する事業所を

縫認する乙とはできないのである。むしろ，個別企業レ

ベルでは，それよりも健康保険組合の自治の拡大の要求

のほうがより得策であったのかも知れない。

2 保険者

健康保険法の保険者は，周知のように.政府管掌健康

保険と健康保険組合管掌健康保険の2つであったが，こ

の構成lζ対する批判は少なかったようである。当時，健

康保険法実胞の但当i主任者であった清水玄の整理(["健

康保険法iζ対する論難J)κよれば， r政府直営の保険
は労働者が健康保険組合の設立を喜ばざる場合に備うる

労働者強制の方法である ー放に健康保険は(白治的で

ある)健康保険組合lζ於て之を経営すべきものである 20)J 

という論難 ・批判があったようである。しかし，清水の

指摘する乙の政管健保廃止論の存在は具体的に確認でき

ず，その指摘にのみとどめる。従って，乙乙では健康保

険組合に限定して考察をすすめる。

(1) 健康保険組合の臼治の範囲の拡張

個別企業は，とくに大企業においては.労務管f哩』ζ舟

信をもち，できるだけ法律的な権利義務関係を排除しよ

うとし，民間共済組合の適用除外を提起したが，その実

現の可能性を考麿して.実際ICは，健康保険組合を利用

して.乙れを労務管理と癒着させて，企業の意向を反映

できるよう， ["健保組合の自治の範閣の鉱張jを主婦し

たのであった。

まず.社会局「健康保険法令改善意見J(前指『健康

保険時報J)によれば，ζの意見を提起したのは，東京

商業会議所，財団法人電気協会.財団法人東京実業組合

連合会.東京電気業組合の 4団体である。っさに.協調

会「健康保険法改正意見紛録J (前掲『社会政策時報J) 

( 3 ) 

では.上記の東京商業会議所，電気協会の2団体に加え

て，羊毛工業会の3団体をあげている。また，東京商業

会議所「健康保険司法改正に関する当業者其の他の希望事

項摘要Jでは，団体として，東京商業会議所.上記のm
気協会.羊毛工業会の他IC，常磐石炭鉱業会，八王子織

物同業組合，東京製薬同業組合.東京眼鏡製造販売同業

組合の7団体をあげているが，さらに，倒別企業として，

東京毛織，富士瓦斯紡績，芝浦製作所，藤倉電線，三共

品川工場，久原鉱業，三?t鉱業，浅野セメン卜(東京健

保組合)の8社(うち l健保組合.なお，以下では会社

と健保組合を区別しなし、)をあげている 21)。

ところで.以下の資本家団体 ・個別企業の主娠を個々

に詳しく見ると， 一方で健保組合の自治の鉱大を提起し

つつ，その具体的内容として.健保組合の事務や手続き

の簡易化を主張するものがほとんどである。それに関連

して.健保組合の自治の鉱大は直接に触れていないが.

単l乙事務 ・手続きの簡易化だけを主張しているものを含

めると，大阪商業会議所(健保組合iζ対する監督の簡易

化と繁雑な手続きの廃1U，東京計器(組合会議議事録

の記載方法の改正)，富士製紙(健保組合の手続きの簡

易化)，共同印刷I(保険組合自治の精神iζ日1Jり法規の解

釈 ・適用，諸手続きの簡易化)のi団体および3社を付

け加える乙とができる 22)。

乙のように，健保組合の自治尊重の要求は， 9同体お

よび8*i(広くとらえると，10団体・II社)より提出さ

れている。 ζれは，調査対象または回答総数(114)に

おいて占める割合としては小さし、かも知れないが，他の

主張項目と比べるとその回答数は多いほうである。

回答の実名を見てわかるように.大企業は健康保険組

合の存住を認め，その仁で健保組合の自巾な辺符権を求

め，健保組合を労務管理的に利用する ζとを図ろうとし

たのだといえよう。ただしかし.それは監管官庁の介入

をできるだけ排除したいとい う意味においてであって，

各健保組合の特色や独自的性格をlれそうという意味合い

は少なかったようである。わずかに，東京毛織が健保組

合において付加給付を主娠し，また，羊毛工業会は被保

険者の範囲を組合の自由選択により拡大できる乙とを主

娠しているのを見るに過ぎないのである 23)。

12) 組合認口J基準の緩和

健康保険組合の設立は，被保険者300人以上をもって

任怠設立とし， 5∞人以上をもって強制l設立とされたが，

健康保険法の胞行にあたって，政府当局li健保組合の認

可lζ慎重な態度で臨んだようである。健康保険法の制定

当時はむしろ健保組合を中心I乙巧'えていたようである

が24) 胞行直後の時期には 「我が現状を以てしては遺
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憾ながら(政府)直営を!京目IJであると考えざるをえな

い25)Jというような変更が見られた。それ放に，1926 

年12月末までに，健保組合の設立認可申請は600有余あっ

たが，そのうち認可されたのは319組合であった26)。

乙のように，申請の半数程度しか認可されなかったのは，

当局の説明によれば，第11<:，申請された総てを審査す

る時間的余裕がなかったためであり，第 21<:， r将来の
計画遂行の為慎重ある態度を係り，設立認可は比較的被

保険者多き基礎の確実なる事業にのみ止め幻)Jたため

であった。

しかし，企業にしてみれば， 1) r危険率の少い産業は
保険料を低額にすますためには保険組合による方が得策

であるJ，2)政府から健保組合の設立を認可された企業

は「会社の内容が堅実なものとして一般の信用が加わる

から......職工募集上有利な立場にあるお)Jと考えて，

健康保険組合の設立を宅んだようである。

例え1;1:'，名古屋商業会議所は，健康保険組合を成可く

多数許可する乙とを要求し，具体的には組合設立資格を
29) 

被保険者200人以上とする乙とを提起したのであった

また，大阪鉄工業同業組合も，任意設立を被保険者50人

以上とするよう改正を求めたのであった30)。さらに，

個別企業では，下回製糸昔sが健保組合設立の認可を容易
にするζとを提起している 31)。

なお，健康保険組合の認可方針の決定1<:際して，1.特

別の場合を除くの外二以上の事業主が共同して組合を設

立したるものに非ざるζと 2.組合が毎年一定期間休業

するが如き事業1<:付き設立せらるるものiζ非ざるとと 32)，

の2条件が付されたが，とくに第2Iζ閲して，信州の製

糸業者はその「緩和方を陳情33)Jした乙とが新聞紙上

で報道され，また議会でも附鍾1<:<されたようである34)。

なおまた，総合設立に関しては，企業の側からその要

求が提出された乙とは確認できないが，社会民衆党が

「健康保険組合員の総合的健康保険組合の設立を自由に

する乙と」という主張を提起しているのが見られる 35)。

3 被保険者

(1) 職員の適用除外 ・任意加入

被保険者資格に関連して.論議が最も集中したのは，

職白の取扱いをめぐってである。すなわち，健康保険法

第13条但し曾は，報酬年額が1，200同を超える職員を適

用除外としているが，ζの規定に対して， ζれを撤廃し

て該戦員iζも適用すべきだと主張するのは入山保炭 1;祉

にすぎず，ほとんどの企業は1，200円以下の職員も任窓

加入とするか適用除外とすべきであると主張しているの

である。

そζで，まず，ζの下級戦目の適用除外・任意加入36)

( 4 ) 

を主張する企業および資本家団体を調査資料ごとに紙観

して見ると，以下のとおりである。

社会局「健康保険法令改善意見J…..14団体， 1社

工業倶業部，石炭鉱業連合会，鉱山懇話会，東京商

業会議所，m気協会.大阪商業会議所，後浜商業会
議所，名古屋商業会議所，大垣商業会議所.東京鉄

工機械同業組合，荏原工業協会，東京実業組合連合

会，東京電気楽組合，日本織物中央会.野田醤油

協調会「健康保険法改正意見輯録J......10団体

工業倶楽部，健康保険実施協議会 37) 石炭鉱業連

合会，鉱山懇話会.電気協会.東京鉄工機械同業組

合，羊毛工業会.東京商業会議所，大阪商業会議所，

名古屋商業会議所

東京商業会議所 「健康保険法改正意見援に容考資料』

..10間体19社

東京眼鏡製造販売同揃H合，東京鉄工機械同業組合，

東京製薬同業組合.羊毛工業会38}，紡綴i盛合会，

常磐石炭鉱業会，石炭鉱業連合会，鉱山懇話会，工

業倶楽部.電気協会，東京毛織，芝浦製作所.東京

瓦斯電気工業，石渡電機，日立製作所亀戸.日本電

気応用，大島製鋼所， "事倉電線，石川ぬ造船所，富

士製紙.日本製粉，三省堂，小林印刷所.浅野セメ

ント東京健保組合，東京朝日新聞社健保組合，大日

本人造H開 王子工場鍵僻E合，久原鉱業.三菱鉱業，

村井鉱業

見るように，!lH反するものを除くと合計19同体20社が

下級職員の適用除外 ・任怠加入を主張しているのである

が，乙れは全主張;項目のなかで辰も多くの企業 ・団体が

提起した問題であるζとを示している。

さて，その用自について，主要な団体を中心にして見

るζとにする。

健康保険実施協議会(工業倶楽部)

1.職員は病気文は負傷のため欠勤した湯合でも相当

期間引続き事業主より報酬を支給される場合が多く，

従って療養の給付においては本制度の恩恵に浴する

乙とができるが，傷病手当金iとあってはその利益を

伴わない場合が多い。

2.事業上の地位的関係やその他体面の上から職工鉱

夫と同ーの保険1<:加入させられるを潔しとしない傾

向がある。

石炭鉱業迎合会 ・鉱山懇話会39)

1.職員1<:対して保険法以上の優遇法が通常お乙なわ

れている。

2.職員の疾病率は低い。
40) 

名古屋商業会議所
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1.傷病予当金の支給の関係より.

2.職制上の地位関係より.

3.体lW関係より，極めて不利不便の場合多し。

東京商業会議所引)

1.峨.uは危険事業iζ直接関係なし。

2.戦目は比較的有識階級に属しているので，必妥あ

りと認めれば自ら進んで保険IC加入するから，強時IJ

被保険者とする必婆はない。

3.職員は月給または年俸であり，欠勤しでも給与を

中断されないので，傷病手当金の利益を受けない。

4 .職口は一般に被保険者涯を提出して医師の診察を

受けることを好まない。

5.将来.職員保険lζて取り吸うべきものである。

ζのように，上でみたそれぞれの団体の主張はほぼ似

通っているが.それは従来から言われてきた乙とでもあっ

た。例えば， i健康保険法案要綱Jの審議過程において

工業倶楽部や石炭鉱業連合会 ・鉱山懇話会から反対意見

がぶ明されていたし42) また，清水文之輔(太陽生命

~q.務)より ， 1. 200円という報酬限度額に対する問題提

起もなされた制。そして， i労働保険調査会」でも若

干の討論がな容れ，五代委員より職員は「任意包情加入

省JIζ入れるべきだという意見があったが，江木興委員

は原2誌を支持して，下級職員の任意加入IC反対だ‘という

反論があり.結局.政府原案通りとなったという経総が

ある 44)。

ある怠味では.健康保険法施行後における職員の適用

除外または任怠加入の主張も従来の主張の蒸し返しに過

ぎず，それに対して例えば森荘三郎より次のような反対

怠見が見られた ~5) 。

1.医療設備が不完備で医療の高価な時IC，下級職員

lζも容易に安価に受療を講ずるζとは適当な社会政

策である。

2.職員の借金は全体の費用の2分の l以下であるが，

医療給付の費用は2分のl以上で，仮令金銭給付は

受けなくとも，僚祭給付だけでも.すでに自己の口

組以上を受けている。

3.事業主は月給と保険料によって.金銭給付の部分

について二蚤の負但になるという反対意見があるが.

その負但は彼保険者全体の利益増進IC使用されると

身えるべきである。

4 .職員と労働者を同一に被保険者とする乙とは，戦

員の威厳を傷つけ工場内の階級維持を破綾するとい

うが，その理由大切か，駿員の健康地進大切かの問

題である。

5.職員は彼保険者として保険医の診察を受ける乙と

( 5 ) 

を好まないというが.それが何故不名誉であるか湾

解しがたい心理状態である。

乙の反対意見は.今日社会保防が国民の権利として定

♂している段階のわれわれの目からすると，首肯できる

点大である。しかし，上記の2以外は.多分iζ価値観の

相巡を含む論点でもある。もとより，職員への適用は，

企業または政府当局ICおいて，その掛金負但や保険経済

的にそれほど大きな影響を与えるものではない 46)。そ

れにもかかわらず，健康保険法の施行後の問もない時期

において.各界から反対意見が噴出し.保険経済上車大

な問題が生じ，健康保険法の改正に迫られ，しかもその

際，企業の側から職員の適用除外 ・任怠加入の主娠が声

高〈目呼ばれたのであった。それに対し.当局者も，いっ

たんは否定してきた問題であったが，保険制度的に実際

的なm失がなければ，それを承認した方が得策であると
いう判断がなされたのであろう，労働保険調査会の特別

委員会第l回会議(7月21日)において早くも，戦員の

適用除外を決定した ζとが伝えられている47)。

その後，労働保険調査会「答申Jにおいて，正式IC

「戦員は主務大臣の認可ありたる場合被保険者たらぎる

を得る乙とJが可決されたが，議会解散のため実現され

ると ζろとはならなかった。

(2) 任意継続加入制度の廃止

健康保険法第20条は，一定以上の加入期間]を有する被

保険者がその資格を喪失した場合に，申請により継続し

て 080日以内)被保険者となりうる乙とを認めるもの

であるが，乙れに対する反対は健康保険法の制定当初か

ら見られた刷。しかし，労働保険調査会の審議では，

乙の制度そのものの可否はあまり問題にはならず.むし

ろ180臼という期間の制限を撤廃せよとの意見すら出さ

れたほどであった約九

さて， 健康保険法樹子後の， 任.~継続加入制度lζ対する

餓 ・資本家団体の主張を見ると，以下のように8団体，

7社をあげる乙とができる。 2つの時期を比絞すると，

制定時には廃止を主張していた工業倶楽部は箱行l立後の

時期にはそれをとりあげていないし.反対に.制定時に

は他象的な「悠議JIC止まっていた東京商業会議所は施

行期には般紙的lζ廃tlニ・修正を提起しているのは.対照

的でもある。しかし，石炭鉱業連合会・鉱山懇話会は両

時期とも廃止を強く主娠しているが，それは.鉱山業で

は労働移動が激ししそれだけにその影響に対して敏感

であったためと恩われる印}。

社会局「健康保険法令改善意見J... ...7団体

紡績迎合会，石炭鉱業連合会，鉱山懇話会.東京商業

会議所，大阪商業会議所，東京実業組合連合会，東京
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電気業組合

協調会「健康保険法改正意見絹録J…..5団体

石炭鉱業連合会，鉱山懇話会.紡績連合会，東京商業

会議所，大阪商業会議所

東京商業会議所『健康保険法改正意見並に参考資料』

・4団体.7社

東京製薬同業組合，紡績連合会，石炭鉱業連合会，鉱

山懇話会，東京瓦斯電気工業.藤倉電線，三共品川工

場.東京計器健保組合，共同印刷健保組合，浅野セメ

ント東京健保組合

乙れらの意見の内容は.そのほとんどが制度(法第20

条)の廃止を主張するものであるが，変わったものとし

ては，保険者が継続の拒否を決定できる ζと(大阪商業

会議所)という意見51)があり，また，任意継続被保険

者を政府の管掌する保険に委ねる乙と(東京商業会議所・

共同印刷)という意見 52)もある。

ととろで，乙の主張の毘由としてあげられたものを以

下に整理してみる。

1 .任意継続被保険者は住所不定の場合が多く，また

帰郷した場合の療養給付についての調査が困難で，

監督不能となる乙とが予想される(石炭鉱業連合会・

鉱山懇話会，東京計器)。

2.保険料徴収不能や書類整理等に困難で，取扱上の

不便が甚だしい(向上)。

3.本人の不都合により解雇された後も，健保組合の

運営1<::関与し，健保組合の円滑を阻害したり，思想

運動iζ関与し，労働運動の言動と同一行動にでて，

事業主との聞に事端を滋からしむる虞れがある(藤

倉電線，三共品川工場，東京製薬同業組合)。

乙れら3つの理由のうち，最も本音をあらわしている

のは. 3番目のものであろう。しかし，それだけに乙の

主張はス トレートに認められず，労働保険調査会は「任

意継続被保険者の保険者は政府のみとする乙とJという

修正案を決定するにとと苅めたのであった。つまり.健康

保険組合の任意継続被保険者の権利は，政府管掌の健康

保険において存続が図られたのである。労働者・被保険

者の全く不利になるζとは，慎重に回避されたものと思

われる 53)。

ただ，実際の任意継続被保険者は.1927年度末におい

て，政府管掌健康保険に限って見ると. 272人 (0.02

%54) )にすぎず，それほど重要な問題にはなりえなかっ

たものと思われる。

(3) 被保険者の範囲・臨時工への適用

健康保険法第13条は，一方で「工場法の適用を受くる

工場又は鉱業法の適用を受くる事業場若は工場に使用せ

( 6 ) 

らるる者Jを強制的被保険者としつつ，他方で 「臨時に

使用せらるる者にして勅令を以て指定するものJを適用

除外とするものであった。

まず，規定の前半部分から言えば，強制適用されるの

は文字通り工場，鉱山(およびその付属工場)の労働者

であって，必ずしもその付属的施設で従業する労働者を

すべて含むものではなし工業的作業Ic密接な関係を有

するものに限られ，例えば原料製品の倉庫，道搬機関，

工場事務所，門衛等はその適用を受け.工場内の物品販

売所，寄宿舎，付属病院，付属学校または徒弟養成所等

は除外されたのであった55)。

とのように，同一工場内の労働者であっても，健康保

険法の被保険者となりえない場合があるわけだが， ζの

点ICついて修正を提起した企業は少なかった。わずかに.

紡績連合会が「工場及び其の付属施設に使用せらるる者

全部を被保険者となす乙と 56)J (ただし臨時工等を除外

している)と主張したのと，大阪商業会議所が「工場文

は事業主易の付属施設に於て雇用契約1<::基き使用せらるる

者をも包含せしむる乙と 57)J (ただし付属施設に拡大さ

れているが，広く単iζ 「使用Jされている者とするので

なく. r雇用契約K奉づきJと狭くされている)と主張
した2つの例を知るのみである。企業は，乙の時期iζお

いては，健康保険法の被保険者の拡大を望むものではな

かったと言えるのである。

同じ乙とは，臨時工への適用についても言える。さて.

上記の「勅令を以て指定するもの」とは，施行令第9条

において. 1) 60日以内の期聞を定めて使用される者，

2)使用期間の定めなく労務供給契約κ基つ、き または試

みに使用される者.3)日々雇入れられる者などであっ

て，乙れらを適用除外とするのである。と乙ろが， 同施

行令第9条は，さらに但書きそ設け，第l号については

その契約期聞を超えてなお引続き使用されている場合，

第2. 3号ICついては30日を超えて引続き使用されるに

至った場合は強制適用の被保険者となるよう規定してい

る。

この規定に対して.とれらの労働者の「異動頻繁lとし

て徒に手数の繁雑を招くを以て之を防止する為め58)J 

いくつかの企業 ・資本家団体から反対意見が提出された

のである。すなわち，社会局「健康保険法令改善意見」

は紡績連合会，東京商業会議所.電気協会，東京鉄工機

械同業組合.野田醤油をあげ，協調会「健康保険法改正

意見輯録」も紡績連合会，電気協会.東京鉄工機械同業

組合，東京商業会議所をあげ，東京商業会議所『健康保

険法改正意見並iζ参考資料Jは東京鉄工機械同業組合，

電気協会，藤倉電線，釜石鉱山をあげているが， 乙乙tζ.
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合計41、lH本， 3社から反対;怠見がたされたのである。

その内容は，施行令第9条の第2，3号ICf渇する{旦3

きIt:対してであり，紡絞i車合会は但3きそのものの削除

を主娠しているようであり，屯気協会および野田醤油は

制限規定0)30日を90日It:延長を.東京鉄工機械同業組合

は60口への延長を鑓案するものであった。

ζζでも，企業は健康保険の被保険者をt智大させると

とを避けようとしていたといえるのである59)。それは，

本工と臨時工の格差・ J長別の温存のためでもあっただろ

うし.また.企業の保険料負担の増加を嫌ったためでも

あろうし，さらには彼保険者資絡の得疫の手続き ・事務

の繁維を防止するためでもあっただろう。

いずれにしても.との点は，労働組合や労働者政党が

できるだけ被保険者の範囲を鉱大しようとした 60)乙と

と対照的である。

4 保険給付

(1) 業務上の傷病の保険事政からの除外

わがl亙の健康保険法は，保険事故の発生l京闘に関して，

業務tまたは業務外のいずれであるかを問わず， Iま{ま同

様の給付をえ正してきた。乙の点について.それは労働保

険法のl'UQ!Iζ一段近づいたという見方61)もあるが， し

かし実際には労資双万より反対の声が強かったのである。

乙れらの怠見li，結局は受け入れられる乙とはなかっ

たが.それでもなお企業の多くは，健康保険法の実1M後

も乙の点Iζ関する修正を宅んでいたようであり，それは

以下のように，7同体，7Hを数える。

社会局「健康保険法令改汚怠見J. ー5問体

東京商業会議所，電気協会，東京鉄工機械fo];業組合，

東京実業組合連合会，東京電気業組合

協調会「健康保険法改正怠見紛録」… 4団体

屯気協会，東京鉄工機械f6J業組合.乍毛工業会.東京

協j~会滋所

東京商業会。渡所『健康保険法改正意見花lζ参~.資料』

… 5団体.7社

東京鉄工機械同業組合.下毛工業会， ~，n気協会.常事号

石炭鉱業会.工業倶楽郎.東京瓦斯屯気工業.日立製

作所亀戸，日本製粉，台湾製糖神戸，太田肥王子健保

組合.東京朝日健保組合.共同印刷健保組合，入山採

炭

さて.乙の業務上の傷病除外説のFE白・目的は何であっ

たのだろうか。乙の点を.まず.段も詳細に説明を加え

ている東京商業会ぷ所の.i&べる所について.以下におい

て見る乙とκする62)。

rm業務仁の傷病患省も私傷病患者と同織の取扱いを
受くる乙とは被保険おたる労働者の段も不満とする所

( 7 ) 

なり。 (2)加之労働者は従来工協法により全部事業主の

負担たりし業務上の傷病It:対しでも半分は労働者の負

{即ζ転嫁せられたるが如く誤解するもの少からざるを

以て63) 業務上の傷病は従前通り工場法及鉱業法に

より事業主の負担とし，業務外の傷病においてのみ本

法の適用するをロIなりとす。 (3)右の結果其の負也知l合

は之を事業主一被保険者二，或は事業主被保険省各二

分のー宛 It:改むるは厩めて公学なる措PV，~なりと調うべ

し」

ζ乙で，いま少し詳しく見ると.(1)の論点iζ閃し，東

京商業会議所の社会局の諮問κ対する 「答申Jでは，乙

の「不満Jについて， r事業主も亦業務上の傷病IC:対し
ては現任以上ト分なる戻療を受けしむることを希鳴す64)J 

と答えているように，業務上の傷病者には.工場主の負

但とする ζとによって自由診療をなさしめ(保険診僚に

よる規格診療ではなくλ充分に手当を尽くして療獲さ

せる ζとができる65〉，というのが業務上傷病除外説の

第 lの目的であったわけである。

っさIC，(2)のu命点lζついて見ると，乙れは先iζ少し触

れたようκ「健康保険ストライキ」の lつの争点κなっ

たわけであるか，政府当局から説明かあったにもかかわ

らず，実際には.業務上の事欽と業務外の事故を|白lー制

度内におく乙とによってそれぞれの費用負但の区分が不

明になる乙とは'JJ実である。それを明確になるようにし

ようというのか.業務上事故除外説の第2の目的である。

さらIt:，(3)の繍点It:移る。:o'ffltJ.但の区分か不明6i1と

なる乙とによって.イ )事業主は業務災害予防に力むる

努力を減じ，ロ)労働者は自然怠惰に陥るの弊を生ず66)

という問題の発生が予守、されるので.業務上の傷病を従

前通り工場法 ・鉱業法により全部恒業主墜独の館俄点fモ
とし，業務外の私傷病については労働者が自主的iζ救済

}J法を講ずという原目IJIt:立ち対り，その結果.健康保険

の負仰の割合は恨業主 1 ，被保険~ 2 67)とすべきであ

る，という結論になるわけである。

これら 3つの繍点のうち.企業の側が最も意識したの

は第3点であっただろう。療養の給付は診療報酬の支払

い方式が人頭指IJであったため.受診の増加が直ちに保険

料の引き上けにつむがらないが.傷病手当金などの現金

給付の場合は.給付の増加はそのまま保険料の引き上げ

にはね返る恐れがあった。また.仮病や労働争議への懇

月]による給付のm加も一部・jJ業主より憂慮された問題で
もあった。これらに対して，企業の側から無制限に'Jl業

主負f!!.が膨張していくことを防ぐ万策として，事業主負

但の割合の引き下けが主張されたわけである。

しかし， ζの業務上の傷病の保険事故からの除外の主
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仰は.採用されると乙ろとはならなかった。それは，仮

j~ ・ 怠撲を防止し. 出動率、労働能率を高める乙とには，

直後役立つ改革案ではなかったからである。なるほど，

1 : 2の負担割合にする乙とによって.事業主負担の増

加は緩和されるかもしれないか.拠出より受益のほうが

大きい湯合には，被保険者全体の保険料の引き上げによっ

て一部労働者の受診や受給を仰制しようとする乙とには

あまり効果がないし，また多少効果があったとしても，

被保険者の保険料の引き上げが受診なり受給の抑制につ

ながるにはある程度の時間的ズレがあるものである。し

たがって.保険制度全体から見ると.利点 ・効果の少な

い提案だったといわなければならないであろう。

そればかりではなL、。実は.ζの業務上事故除外の問

題は，健康保険法制定時にすでに労働保険調査会におい

て大論議11:及んだのであった。事業主の扶助義務の保険

化は，国際的にもその当時の大きな流れであったし，同

内的にも社会政策学会において議論されてきたのであっ

たωにまた，工場法施行令による扶助規定の内容が健

康保険法lζ組み込まれる ζとにより，改善されたのも事

実である。

いま仮iζ.業務上の事故を健康保険法から切り離した

としても.事業主の賠償主主任を篠突にするためにその保

険化は段早避けて通れないであろうし，また，実際lζ傷

病が業務上のものか業務外のものかの判断は困難であり.

その場合11:は災害保険と疾病保険との間で紛糾が生じ.

応急の手当をなしえないという問題が起ζ りうるし.さ

らに業務上の傷病の場合でも，労働者の過失の有無や程

度をめぐって抗争が生じ， J主・悶で災害を防止しようとす

る責任感が薄れるという閉館がなお残っているのであ
69) ー
る 。それ故iζ.真に仮柄 ・怠業を防止し，労働能率

をあげ，保険料負担の軽減を図ろうとするのであれば，

業務上の傷病を健康保険法から除外するよりは，むしろ

健康保険法の枠内で別の取彼いを栂怨する方がより現実

的であり.実際11:はそのような選択がなされたのであった。

(21 療養給付

企業や資本家団体は，医療問題に全く関心を持ってい

なかったわけではなし、。それは.後iζ見るように，医療

制度 ・医療組織に関して，特に医療保険財政との関連で

言及される ζとが多かったが.療養の給付そのものに関

する発言は少なかったようである。しかし，乙乙では，

直俊11:療養給付lζ関する事柄にとどめ，医療制度または

医療組織に関する事項は節を改め考察することlζ したい。

そ乙で，以下においては，意見の多少に関係なし資料

を自にするままに整問を試みたい。

1 ) 診療の制限

( 8 ) 

健康保険制度が実施されると一時的に受診が急増する

乙とは予想されていたが，施行直後の政府首君主健康保険

の被保険者1カ月 l人当り平均療養日数の実績を見ると.

1月1.153日， 2月1.7128， 3月 2.1858，4月 2.745

日， 5月 3.086日というように，当初の予怨を上回って

受診が激増したのであった問。

それは，特に政府管掌健康保険では l点、単位の下洛と

なり，相診・籾療を沼くとともに，他方では，定額式あ

るいは時価式の診療報酬支払い方式をとる乙とが多かっ

た健康保険組合では療養給付費用の増大をもたら したの

であった71)。

そ乙で，後述するように，事業主は政府に対して健保

組合と医師会との医療契約に保護的干渉を求めながら，

被保険者に対しては受診を制限して， 保険財政の均衡を

図ろうとしたのであった。その方策はさまざまであるが.

若干の事例を紹介する。

1.療養給付の範凶(施行令第74条)の限定

イ)非業務上の給付は偶発的で日常の就業に差し支え

のある傷病に限定 ーー績浜商業会議所.大短商業

会議所

ロ)診療の範囲の限定 -森永製菓

ノ、)吃音，斜視，版尖等の除外 (労働iζ支障がない)

ーー羊毛工業会

ニ)処置，手術その他の治療および看護の限定

-野田醤油

ホ)花柳病または長期難治の慢性的疾患の保険給付か

らの除外72) ・ー東京商業会議所，東京眼鏡創造

販売開業組合，栗原紡績，大日肥料王子健保組合，

東京朝日新聞健保組合，共同印刷健保組合

その型由としては.花柳病患者の救済は工場風紀

取締り上に弊害を及ぼし，最近，患者は~加傾向に

あり，制裁的IL給付を行わない必要があり.また，

慢性的疾患は廃疾保険において取り倣うべきもので

あるとされている。

2.被保険者の療養費の一部負担 一東京商業会議所.

台湾製糖，入山係炭

理由としては， 1)保険経済の節約，2)薬剤 ・

治療材料のi質素および滋受診の紡止， 3)花柳病へ

の制裁措置があげられている。

3.資絡喪失後受給保険給付の適用者の限定(資格取得

後 180日以上経過の者) 東京商業会主養所.羊毛

工業会，村井鉱業

4.療養給付を受ける際11:事業主への届出を要件とする

乙と ー村井鉱業

1 )事業主が医師11:対して証明する(業務上・外を
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問わない)。

2 )保険医は初診時lζ休業の要否等の意見3を事業
主lζ提出の乙と 73)。

3 )保険医は事業主の請求により治療に関する意見

書提出の義務あり。

5.健保組合に顧問医制度の設置 ー東京商業会議所

詐病または保険医の不当な診断を審杏して，医療

費の節減を図る。

6.業務外の傷病の療養給付期間は.傷病手当金受給中

であっても 180日を超えない乙と(法47条3項の削除)

ー築地活版，大日本炭破高荻坑健保組合

2 ) 医療給付の改善

次1<:.被保険者1<:有利な改正意見について，以下，若

干の摘記をなす。

7.治療方法の拡張 ・大正製酒，大阪商業会議所74)

規定療法以外の物理的療法，注射療法等有効な治

療方法の利用

8.資格取得扇出後被保険者証交付までの期間の受診を

認める乙と 東京商業会議所，東京鉄工機械同業組

合，電気協会，隅田川精鉄所，深川鉄工所

9.帰郷療養者iζ便宜を図る乙と 一大日本レザー

10.療養費の支給の迅速化 横浜商業会議所.m気協
A 
z;: 

11.医師の変更を容易にすること ー羊毛工業会，電気

協会.東京鉄工機械同業組合.東京連動具製造販

売同業組合.八王子織物同業組合，目立製作所亀

戸工場.大正製酒

乙れは，一般職工は医師選択の知識なし途中で変

更を要す場合が多いが，現行制度は保険者の承認を必

要とし，手続き繁雑である。

12.重傷患者の入院を容易にするとと -東京鉄工機械

同業組合

乙のように，企業・資本家団体は.療養給付の問題に

それほど大きな関心を寄せていたわけでなかった。また，

その関心も，被保険者や患者の立場Kたった改善lζ閲す

るものでなく.むしろ制限的な主張が多かったといって

よいであろう。

(3) 傷病手当金

健康保険法の傷病手当金は，それ以前の工場法扶助規

定 (1926年7月改正前)と比較して，はるかに優れた内

容を持っていたし 75) それは業務外のいわゆる私傷病

にも適用tされた点で画期的であった。もちろん，療養給

付も画期的であったが.その影響は.たとえ仮病Kしで

も，医療給付費のt勧日という形で現れるにすぎなし、。だが.

傷病手当金の場合は.それが休業を前提にしているだけ

( 9 ) 

lζ. 悪用されると，単』ζ給付費用の増大iζととまらず，

生定能率』ζ直接関わる大きな影響を被るおそれがあった。

それだけに，企業 ・資本家団体1;:1:..特に鉱山を中心に，

乙の傷病手当金iζ対して，健康保険法の制定時から強い

反対怠見を表明してきた76)。

それは.健康保険法の胞行直後の時期においても同線

であった。 ζζで.傷病手当金の内等を説明する余絡は

ないが77)，反対の論点は，主に支給窄と待期日数に集

中された。以下，乙れらの点について，項を分けて明ら

かにしていきたい。

1 ) 支給率の低減

1 .条件をつけず，一般的iζ低減を主娠するもの

…・東京商業会議所，京都商業会議所，大正製酒，

大日本炭破高萩健保組合，村井鉱業，入山保炭

乙乙で.東京商業会議所の社会局への答申を見ると.

「現在の手当金支給率百分の六十は高;~I<:過ぐ。従て勤

労せざるも相当の金額を受くるを以て就業率の低下を見

るを免れず。殊に鉱山花於ては被保険者生活費の最低限

度以上なれば徒食の弊を助長し生産能率を減退せしむ。

故に本法施行後の実績に徴し最高百分の五十lζ改むるを

段も適当と認む78)Jと主張されているのを見る乙とが

できる。拙稿「資本家から見た健康保険法施行の影響J

(本紀要第34巻)で見たように，鉱山において休業の憎

加(特lζ業務外のもの〉が顕著であったから，厳しい意

見がだされ，常磐石炭鉱業会は100分の40を，入山採炭

は同30-40への削減を主張しているのである。

2.傷病の期聞に応じて支給率を増減するもの

ー工業倶楽部，名古尾商業会議所，東京瓦斯;li気

工業

乙れは，短期1111の傷病に対しては給付率を減じ，長期

にわたる傷病には100分の60にまで逓増させるというもの

であるが.工業倶楽部は乙れになお傷病の原因(および

傷病者の事情)を加味し. r私傷病に対する手当金は傷
病の期間並iζ傷病者の事情i乙応じて其の率に差等を設け，

法律中には其の段高又は最低の限度を規定するに止め，

給付の率は各保険'l1及保険組合毎』ζ地方又は事業所内の

実状lζ従い之を定めしむるζ と79)Jと主張している。

乙乙では，地域別1<:物価や企業の福利胞設の状態Kよっ

て給イ、f率tζ差をつけようとしたのである。

3.傷病の原因によって支給率lζ差等を設けるもの

ー・大阪商業会議所，石炭鉱業迎合会.鉱山懇話会.

常努石炭鉱業会，大島製鋼所，釜石鉱山

乙れは.傷病が業務上か業務外であるかによって支給

3容に差を設けようとするものである。乙乙では， もちろ

ん.業務外で低くなるが，石炭鉱業連合会 ・鉱山懇話会
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は100分の30-60の聞で保険者が適宜決定しうる ζとを

主娠している。

4 .健康保険組合に傷病手当金減額の自由を認める乙

と......羊毛工業会

組合会議の決議を以て健保組合乙とに滋額決定できる

ようにするものである。

5.花柳病への不支給

療養給付の項で.保険給付をなさざることと述べられ

ており，ζの主張は，必ずしも.傷病手当金を排除する

ものではないから，再論は避ける乙とにしたい。

以上見てきたように，合計で8団体.7社が傷病手当

金の支給率の低減を主張しているのを確認する乙とがで

きる。それらは.調到す象の数地温らL、うと少数であるが，

有力資本家団体を含んでいたから，その声は実際以 tlζ

大きく聞乙えたととであろう。

2 ) 待期期間の延長・…点京商業会議所，工業倶楽帯B.

名古屋商業会議所，大屋商業会議所，石炭鉱業連合会.

鉱山懇話会，常聖書石炭鉱業会，大阪鉄工業同業組合.

日本織物中央会.丸善，藤倉屯線，野田醤油.北海道

鉱業.村井鉱業，入山採炭.釜石鉱山，王域炭繍.大

日本炭鏑勿来健保組合(9団体 ・911)

まず.東京商業会議所が社会!誌の諮問』ζ対する正式の

答申舎において示した待期延長論の埋由を見ると，次の

ように説明している。

「業務外の傷病による休業手当金は労務に服する ζと

能わざる乙と三日を超ゆる場合に初めて支給する関係

上.事室症者と雛も引続き四日以上休業する結果.怠惰

のIilllを助長し生産能率の著しき低下を見んとす。唱党

三日の待期にては此の弊を防止するに充分ならざるを

以て之を延長するの必要あり。80)J 

ζζでも，企業 ・資本家団体は，傷病手当金制度の悪

用による仮病 ・怠業を警戒し.その防止策の lっとして

待期の延長を提起している乙とがわかるのであるが.鉱

業の個別会社名が多く見られるように，乙の問題は鉱業

において深刻であったといえよう。

つぎに.その延長の幅はどの程度のものであっただろ

うか。工業倶楽部および丸善の「相当延長する乙とJは

矧医すれば.織物中央会の 4日間を最短IC.北海道鉱業

は58.大垣商業会議所.藤倉電線は68.入山保炭は

5-7臼，そして石炭鉱業迎合会 ・鉱山懇話会.常聖書石

炭鉱業会，名古屋商業会議所，大阪鉄工業同業組合.野

田醤油，村井鉱業.王減炭般の7日が段も多く，東京商業

会議所および釜石鉱山は 7日以よ.大日本炭磯勿来健保

組合は 7日または10日とな って. 7日以上は12例(入山

を含む)ICのぼるのである。乙のように，企業 ・資本家

(10) 

団体において待期を 7日粍度Ic延長する希笠が強かった

と見られるが， しかし，乙の点はその後の労働保険調査

会の健康保険法中改正法案要綱には盛り込まれていなし、。

実は，法制定時の労働保険調査会iζ諮問された健康保

険法案要綱案 (1921年12月)では.業務上 ・外を問わず

待期は 3日間とされており(i要綱J第33項).調査会

では乙の点Ic対する議論はほとんどされる乙となく.原

案のまま承認したものを，法制の段階で業務上の待期を

削除したのであった。それは，事故発生の原肉が明瞭で

あり，仮病のおそれは少なく.また従来の工場法 ・鉱業

法の扶助規定が休業の即日から扶助料を支給する ζとに
ι1) 

なっていたからでもあるかにそれはともかくも，政

府当局にとっては，既IC. 乙の段階で業務上と業務外の

給付に格差を設けたという意識があったのかも知れない。

当時の社会局事務官の熊谷憲ーによれば. i待期が余

り長期と為るときは仮病防I上の目的は充分に之をi主し得

るも.実際疾病にかかりまたは負傷したる被保険者の生

計費を脅かす乙とと為るから此の点を考慮して待期を定

むる乙とが必要である82)Jと述べられているように問

題は単純ではない。単IC.仮病の防止や給付貨の抑制と

いう視点でのみ.待期の期間を決定できなかったわけで

ある。

3 ) 仮病 ・悪用の防止

以上のような給付の抑制策のほかに，さらに付け加え

て.例えば，工業倶業部は，具体的な方策を示していな

いが. í同盟百~~IC際し私傷病』ζ託して休業し手当金の

支給を受けむとするう事:与を防止する方法を設くる乙とJ

と提案している。また.大日本炭繍勿来健保組合は，労

働争議のため休業している被保険者に対しては.資絡を

中絶して保険料を徴収せす給付も停止する ζとを主張し，

Sらに，石炭鉱業連合会・鉱山懇話会，常事事石炭鉱業会

および入山採炭は.世E戚保険法第63条の規定について，

療養に関し医師の指j1J!1ζ従わない者には傷病手当金の一

部を支給停止するというのを. i全部」または一部を支

給停止できるように制裁度を強化する乙とを提案してい

る83)

4) 改善iζ関する怠見

1.待期の徽廃 ーー深川鉄工所

労働者保護の趣旨から業務上 ・外を悶ーにし.即日

支給のζと。

2.入院療養者の傷病手当金の支給率低減の徹廃

・0大日本レザー，藤倉電線

工場法の規定と統一し，健康保険法第46条を削除の

ζと。なお. ζの点は.2有54常国議会IC提出予定の健

康保険法中改正法律案において感り込まれている。
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3.転地療長者IC便宜を図る乙と ーー赤線検温器 商庄工場.三村製鍵.深川鉄工所.羽田調帯，東京印

転地先における手当金の交付を簡単にする乙と。 刷，台湾製糖

(4) その他保険給付11:.関する ζ と 東京市内では，保険署で支払券を受領し，日本銀行で

1 )死亡lζ関する給付 現金化しなければならず.時間と経費を要し，郵便局で

被保険者の死亡に対する埋葬料は.報酬日額の20日分 の取敏いまたは現金支給(台湾製糖)を提起するもので，

(最低20円)であるが，乙れに対する改善意見は多少見 やはり中小企業カ〉多いようである。

られる。すなわち.東京商業会議所はl∞臼分，大日本 3.給付は事業主を通して被保険者に支払う乙と ー大

レザーは60日分，石炭鉱業連合会・鉱山懇話会は最低を 品製鋼所，内外鉱業

30円にそれぞれ引き上げるととを主張している。 また， 5 ) 健康者への償還または表彰制度

織物中央会も増額を提起している。 東京商業会議所，大阪商業会議F斤，名古屋商業会議所，

なお，凸版印刷健保組合は.自殺の埋葬料・埋葬費の 京都商業会議所，大垣商業会議所.健康保険実胞協議

不支給を主張している。 会(工業倶楽部)，電気協会，羊毛工業会，常磐石炭

2 )分娩lζ関する給付 鉱業会，東京眼鏡製造販売同業組合，大阪鉄工業同業

被保険者本人の分娩について，20円の定額の分娩費と 組合，藤倉電線，京三製作所，大日本電球，~公i卓工場，

産前4週間，産後6週間にわたって報酬日額の100分の 富士製紙，大日本炭破高萩健保組合

60が支給されるが，東京商業会議所および北海道鉱業は 健康保険法は，傷病者に対してその健康副復を図る告11

分娩費を報酬日額の20日分に改めるよう主張している 度であるが，健康保険の主要目的である「健康保全」の

(最低額については不明)。これに対して，村井鉱業は 方法としては傷病の治療という消極的方面のみを規定す

分娩費を10円K.，手当金を産前100分の40，産後100分 るにすぎない。しかし，健康増進の目的を透成するため

の50に引き下げ，石炭鉱業迎合会・鉱山懇話会は分娩費 には，一定期間傷病にかかる ζとのない者1<::対し何等か

を15円に引き下げるのを適当としている。そのほか，石 の制度的利益1<::均揺する機会を与える積極的奨励策が必

炭鉱業連合会・鉱山懇話会から，分娩の前後iζ保険者の 要だと主張する。

変更があった場合の分担は繁雑なので，辰後の保険者の 乙の奨励策の手段と しては，保険料の害11戻しと表彰の

負担とするのが適当だという提案があった。 2つが提案されているが，後者はともかくも.保険料の

3 ) 家族に対する看護のための休業への手当金の新設 払L、戻しは保険経済に関わる問題であり，すでに当局者

東京眼鏡製造販売同業組合，岩谷冷蔵から，乙の種の の清水玄から， i健康保険は相互扶助の精神に基っく施

休業が多い実状により乙の手当金の新設の提案があった 設Jであるとともに， i若しも或種の火災保険の如く無

が.東京商業会議所は ζれをうけて社会局への正式答申 事戻の市lを認めるとすれば現復よりも更に保険料の高く

のなかで，会議所の意見として取り上げている。 なることを覚悟しなければならない84)Jと退けられた

4 )給付の支払L、方法 のであった。

1.支給の迅速化...一東京商業会議所，倹浜商業会議所， 5 費用の負担

大垣商業会議所，東京染布，三村製鍵， i:奈川鉄工所， 健康保険の保険料は，報酬日額×保険料率×各i月暦

大日本電球，赤線検温器，大日本レザー， 三省堂，東 日数(休日を含む)の計算式で‘算定される(令第94条)。

京護諜.日本製粉 保険料率は保険者が定めるが，業務の性質上危険の多い

給付の支払いは10日と25日(ただし毎月 l回の報酬の 業種では業務の種煩ζとに定める ζとができた(令第95

支払いを受けるものは25日〉と定められ(令第89条，規 条)。政府管掌健康保険では，一般に100分の4とされ，

則第68条)，また受舗には時間を婆し，場所も限られて 石炭鉱山等では100分の8とされ(内務省告示第119号).

いたからその簡易化，迅速化が主仮されたのであった。 健康保険組合では.組合会の議を経て.社会局長官の認

ζのうち，東京商業会議所は.7日または10日ごとの支 可をえて決定することができた(令第14条 ・49条)。つ

払L、と.市内(東京)における郵便局などでの受領 ・現 ぎに，労資の負担割合は，一般に折半であるが(法第72

金化を主張していた。そのほかは.単lζ支給の迅速化を 条).危険業種では企業主の負担割合を3分の 2まで地

主張するものであるが，中小企業に多いといえる。 加する ζとができた(法第73条 ・令第96条)。その際.

2.支払場所等の多機化 ・ー 東京臨業会議所，電気協会. 被保険者の最高の保険料率は100分の 3までとされた

東京鉄工機械同業組合，東京眼鏡製造販売同業経合. (法第74条)。なお，健保組合では，乙の負担の害11合を.

大日本電球，安中電機.吉村商会，南商庄工場，高木 上記によりつつ，組合の規約を以て，事業主の負担の害11

(11 ) 
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合を地加する乙とができた(法第75条)。

これらの点について企業はどのような問題を感じてい

たか。以下.分析する。

U) 保険料

1 ) 保険料率の低減… 久保田織物て業，森山製糸湯.

並武織物工場，浦野製糸場，金子電気商会.京三製作

所，千代田電線，丸見屋商庖工場.北海道鉱業

乙れは.保険事陣そのものが高いという批判であるが，

上記企業のなかで，おそらくは，健保組合を組織してい

るものはみられず.すべて政府管掌健康保険であったと

思われる。そのうち多いのは繊維業で，これらは危険が

少なく.それ故保険率が高いと意識されたのであろう。

また.北海道鉱業については，危険度業の放に100分の

8の高さが問題となったのであろう。

2 ) 事業の性質により保険料率Ir.売を設ける乙と

ー・東京商業会議所.下回製糸部，大日本iU球， 日本

電業.丸見屋商庖工場，小林印刷所，松林安熊(亜炭

鉱業)，東京眼鏡製造販売同業組合

東京商業会議所は.危険業種において保険料率を高く

設定できるとすれば.事故の少ない業務でも保険料を軽

減するのが合理的だと主張しているが，乙れは政府管掌

健康保険で多数の意見であったと恩われる。その理由は

上記1)と同僚であろう。

3) 験日と工員の保険料率を別にする ζと

乙れも.危険率が異なるからであるが，日立製作所亀

戸工場および富士製紙の名があり.比較的大企業の見解

を示すものであっただろう。

しかし，乙のように与えていけば.例えば.被保険者

の産業 ・業種別や工戦別の外iζ，男女別，年歯告別，職種

別，報酬別，地峡別Ir.，また生活潔境や住宅施設や衛生

思想や生活態度などの生活構造の差異に対応して，保険

料率を異にする必要が生じる乙とになろう。しかし，そ

のような細分化は.社会保険の社会保険たるゆえんであ

る社会連帯.相互扶助の精神・原則から大きく雛れるも

のであり，その実現は困難な課題であったといわなけれ

iまならない。

4 ) 負担の割合

1.事故の少ない工場の事業主の負担割合の低減

・・・小島コ4ム工業

2.危険業種の事業主負但の割合の増加を一律に適用

しない乙と -村井鉱業

3.被保険者最高料率の100分の3を削除し，折半主

義を貫くとと -村井鉱業

4 .少額所得者の保険料につき事業主の負拘富1)合噌加

の規定を削除する乙と

(2) 

ー富士瓦斯紡績.芝浦製作所

5.健保組合における事業主の負担割合の増加に関す

る規定を削除するか， i事業主の申出により其の負

担割合を土佐加せしめ得」と改める乙とも可なり。

一日立製作所亀戸.共同印刷健保組合，東京鉄工

機械同業組合，野田醤泊

以上の点は，彼保険者保護の視点から設けられた規定

であるが，乙れを問題視する企業は少なし東京商業会

議所も正式な意見答申として取り上げていない程である。

また.健保組合に関するζの規定は，産業平和 ・労資協

調策を担うべき lつの柱で・あったが.ζれへの改正窓見

は少ない方であり，ζの意見を取り上げているのは，い

わゆる「健康保険ストライキ」を惹起したととろであり.

一般には事業主負担の地加の有効性が否定されたとみる

べきではない。

5 ) 保険料納入の方法(場所)…ー東京商業会議所.

沼気協会.東京菓子同業組合，東京鍍金同業組合，策

京鉄工機械同業組合，東京製薬同業組合，東京眼鏡製

造販売同業組合，相本染工所， 日本屯業，金子i.l1気商

会，東亜鍍金，高木商底工腸.安中危機製作所，目立製

作所亀戸，大日本電球東京印刷l製本，大日本レザー.

大倉印刷.日本製粉.羽田調帯， .f公111工場.内外鉱業

保険料の納入場所は日本銀行に限られているが.不便

なので，他の公金と同じく郵便局においても取り扱うか.

町村役場，国1ill金の取扱いをなす銀行，娠管口座等iとて

も取り扱えるようにして欲しいという意見が，以上のよ

うに多数見られた。

ζ乙では，中小企業およびその同業団体が多数見られ

るといってよいが，中小企業では専任の事務職員もおら

す，とりわけ負担lζ感じられたからであろう。それ紋Ir.，

労働保険調査会の審議においても， ζの点に理解が示さ

れ，希望事項の第3項として，政府管掌健康保険』ζ限っ

て郵便局においても保険料納入を取り吸うととと答申さ

れている。しかし，その実現は昭和9年のζとである。

6 ) 事業主の保険料納付袋務の制限ー ・東京商業会議

所，石炭鉱業連合会，鉱山懇話会.東京鉄工機械同業

組合，芝浦製作所，東京印制.北海道鉱業

健康保険法第77条は，事業主iζ対して彼保険者の負担

すべき保険料を納付させる義務を負わせているが，被保

険者の逃亡などで保険料徴収不能となる場合も事業主lζ

乙れを負わせるのは不当であり，何らかの救済策を必要

とするというものである。乙の意見は，労働移動の頻繁

な業種で多かったものと曹、われる。上記では個別企業名

はでてζないが，政府管掌健康保険でも少なからず感じ

られた問題であっただろう。その後の改正の動きの中で
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1;1.，乙の問題の解決の方法は取られなかったが，不況の

下で保険料の納入成紛が窓化し，昭和4年の改11:で.政

府管掌健康保険について保険料の強制徴収権を認める方

向に進んでいったのである。

(2) 国庫負但の~:客員

国庫は，健康保険事業の監督lζ必要な経ï~のほかに健

康保険事業の経営に要する費用の一部を負担しているが，

とζにいう国庫負拘とは後者をさす。そのうち.政府管

掌健康保険については.政府部内の関係であり，健燦保

険特別会計法iζ委ねられ.健康保険法は健康保険組合に

ついてのみ規定するのである。

各健康保険組合tζ対する国庫負担は，その保険給付費

の10分のlとし，その総額は被保険者l人当り年額2円

以内と規定されているが(法第70条)85) ，乙れについ

ては，すでに法制定時1(.，fl族院において， r政府は今
後漸次其$J主額をi(f1f!IjJするよう.希望決議が付，JUされ

ていたのであった。それだけに.国庫負担t担額の要求は

強く.以下，合計15同体l3l土と.改正志見の項目のなか

で最も多くの企業，団体が声を備えているのである。

社会局[健康保険法令改善意見」 …東京商業会議iYr，

対坂商業会議所，名占尾商業会議t斤.大尽商業会ぷ所.
屯気協会，東京実業組合連合会， *h1ill気業組合.織

物中央会，荏原工業協会，大阪鉄工業開業組合.野田

醤油

協調会 f健康保険法改正意見絹録J. ...健保~施協ぷ会

(工業倶楽部)，点京商業会議所.大阪商業会。議所.

名古屋商業会。義所.屯気協会.羊毛工業会

東京商業会議所 「健康保険法改正意見、肢に参J7資料』

・・常磐石炭迎合会.東京商業会議所，電気協会.羊

毛工業会，東京製薬同業組合.東京眼鏡製造販売向l業

組合，東京毛織，葉原紡績，芝浦製作所.日本'，[i気応

用.藤倉屯線，石川偽造船所.高上製紙.三共品川工

場，浅野セメント東京健保組合，久原鉱業.東邦炭繍

弥生鉱業所，釜石鉱山

つぎに，乙れらの窓見の内容について.主要なものを

紹介する。

1.被保険者 l人年額2円の上限の撤廃を明記するもの

ー東京商業会設.Pfr，名古屋商業会議所， ~G気協会. 健

保実飽協議会，芝浦製作所.l誌上製紙

2.単lζ国庫負担地額を主張するもの …東京製薬同業

組合，東京実業組合連合会，荏原工業協会.健保実施

協議会，大関商業会議所.大阪商業会議所，羊毛工業

会，東京電気業組合，大阪鉄工業同業組合，芝浦製作

所，富士製紙86). 釜石鉱山

3. ~額の幅を示すもの ーー野田醤油 (1人当り 5円)，

(13) 

藤合屯線(給付貨の10分の2) 

4.事業主と同額iζ引き上げ，または同家.事業主.被

保険者が苧等iζ負担する ζ と(~、わゆる三分説)を主

張るもの …*京商業会議所， 41気協会.常磐石炭鉱

業会.東京毛織，石川島造船員rr，三Jt品JlI工場
5.社会政策.社会保険の目的(労資関係の安定)達成

のためとするもの ー名古fi街業会議所87)束手jl炭

磁弥生鉱業所

6.保険医1(，対する診療報酬を地額し.民療給付を完全

にするためというもの ・・東京商業会議所，名古屋商

業会議所.総物中央会，東邦炭鍛弥生鉱業所

乙のように.国庫負担地綴の要求もさまざまであり，

三分説や同家の社会政策的役割を強凋する住前論も見ら

れるのであるか. しかし.有効であったのは.国庫負但

に対する政府当局の説明iζ依拠しながらの要求であった

だろう。すなわち.給付費の10分の !といいながら，実

際lζは上限を設け.ために事務費の補助といいながらそ

れにも足りないという事実の指備は説得的であっただろ

う。それ故IC.，労働保険調査会も， r希宅事項jの第5
項として， r健康保険Iζ関する行政事務伎は現在の同障
の負但以外に5)1j1C.同町Iζ於て之をf'lI旦する乙と」認めさ

るをえなかったのであろう。

6 医療組織 ・医療制度

いうまでもなく .健康保険制度において.その保険医

療を提供する医師および医師会に対してどのような形で

担当させ，どのような条件で請け負わせ.どのような報

酬を支払うのかは，極めて重要な問題である。政府当局

が， ruuぷ保険法の胞行にあたってそれをどのように詰め
ていったかはいすれべつの機会iζ考察する乙とにしたい

が.施行の0'(仰になって，政府ij"'jl;世Wl保険について医
師会'!;と契約が締結され飽)健康保険組合についても

「診療組織の終俄標準制jか定められたのである。

その結果，政府管掌健康保険では同体自由選択主設か

採用され，被保険者の医師選択の範囲は広くなったが，

保険医の取容も医師会に委ねられる乙とになった。また.

人頭式の診僚報酬支払い方式が線用され，その枠内でそ

の配分(審符)も民師会に委ねられた。他}j， 健保組合

管掌健康保険では.医師会との契約 ・診療組織や報酬の

支払い}j式1;1.，各健康保険組合かそれぞれ医師会と交渉

して決定される乙とになったのである 90)。

乙乙から.さまさまな問題が生じるか.ζれを企業・

資本家同体の立場からとのように捉えていたのかを見る

のが本節の，必題である。

(1)保険，:.P.ιaへの&別待遇の指摘91) 
東京創業会議所，羊毛工業会.屯気協会，東京鉄工機
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械同業組合，八王子織物同業組合，東京製薬同業組合.

東京菓子同業組合.深川鉄工所，大鳥製鋼所.富士瓦

斯紡績大東京瓦斯電気工業へ石川島造船所へ藤

倉電線て 下回製糸，赤線検tn¥l.器，大日本電球.点京

議議. 大日本レザー，日本製粉.今村製菓，三省.~，

南街庖工場，明治製糖，長門起業.東邦炭繍弥生鉱業

所，同亀山鉱業所

*印を付したものは，健保組合を組織しているもの

である。

健康保険法の胞行により，関係者の予想をはるかに超

えて受診量が急増したために.予定の l点単価は大幅に

低下し，保険医の多くはL、わゆる粗診・粗療JC走り.被

保険者・患者はもとより事業主の多くも ζれに対して非

難の声をいっせいにあげたのである。いま，差別待通を

問題点として指鏑した企業・資本家団体をあげると.以

上のようlζ7団体.19社であるが.乙れらに見られるよ

うに.政府管掌健康保険だけでなく健康保険組合も少な

からず保険医の屋別待遇を街摘している ζとがわかるの

である。

(2) 医療組織・医療制度改善の提起

工業倶楽部，健保実施協議会，紡績i車合会.大阪商業

会議所，京都商業会議所，横浜商業会議所，名占度商

業会議所，東京実業組合連合会.東京鍍金同業組合，

東京電気業組合，東京眼鏡製造販売同業組合.東京是I!

動具製造販売業組合，荏原工業協会.北大阪工業会.

大阪鉄工業同業組合，東京毛織て 三共品川工協へ

目立製作所亀戸工場穴芝浦製作所へ共同印刷健保

組合て森永製薬へ三菱鉱業ヘ久原鉱業へ村井

鉱業，北海道鉱業.大正製酒.TH十友縛工場.借行会

工場，日本m業，千代田電線.吉村商会.竹内金庫庖
工場.帝国硝子鉱業，大日本レザー，丸見屡商庖工湯.

羽田調帯，宕谷冷蔵，台湾製糖神戸，同九州.東京印

刷製本，大江印刷.小林印刷.谷合織物工場.臼本染

色.安中電機製作所，日本電気応用，石渡電気.総直

工場.岩淵電気工業，高田鉱業，高木商応工湯

*印を付したものは，健保組合を組織しているもの

である。

つぎに，何らかの形で.医療組織または医療制度の改

善を提起する企業・資本家団体を確認すると，以上のよ

うに15団体36+.土となる(なお，上記(1)の差別待遇を借鏑

したものふ医療組織等の改善を提起しており， ζ こで

は重復して数えなb、)。

乙れら(1)および(2)を合計すると.実4ζ.22団体.54社

が医療組織 ・制度に問題を感じており.改善を提起して

いる ζとになる。乙のうち，健康保険組合を有するのは

(14) 

12社を数え.大企業でも問題を感じていたわけでーある。

なお.鉱山関係の企業・団体の発言は少ないが，受診の

増大や仮病 ・怠業による医療費支出の土台加と生産能率の

低下のほうがより重要な問題に感じられたからであろう。

では.その改善の内容は具体的にはどのようなもので

あったのか。 ζの点を以下においてみる ζとにする。

(3) 医師への監督の強化と保険医の指定

保険怠者への差別待:imなとの問題は.関係当局のE主将

の不十分さから生じる部分もあるので. 1.まず監督の

強化を図るとともに. 2.保険者が適正な医師のみを選

択して保険医として属託する権限を持ち. 3.あるいは

保険署(政府)直轄の診療所を設け. 4.また勝手iζ保

険医を辞退する ζとを制限して，保険医および診療所を

直接に監督し，取り締まろうとしたのであった。さらに.

5.比較的に公正であろう官公立病院を保険医lζ指定す

るζとにより，良好な医療を確保するとともに，間接的

に開業保険医と対抗させようとしたのであろう。なお.

各項日の怠見提出の企業・団体は以下の通りである。

1.保険医fC対する監督の強化 ・徹底化…-荏原工業協

会.東京毛織，富士瓦斯紡績，石川島造船所，藤倉電

線，大日本レザー.東京商業会議所92)

2.同体自由選択主義を改め，制限選択主義の採用

・ー東京商業会議所，大阪創業会議所，紡績迎合会，

羊モ工業会，大阪鉄工業同業組合，石川品造船所，東

京瓦斯m気工業
3.鍵戚保険署(政府)1丘属の医師(嘱託医)またはIH:

営診療所の設置.....京侃商業会議所，東京瓦斯電気工

業.石川島造船所.大臼本電球.大島製鋼所.大日本

レザー.岩淵電気工業.高田鉱業

4.開業医を全部保険医とし，任意の辞返を認めない

(保険医表示の徹底化) ・・ ー石渡這気.f公直工場，日旬

商庖工場. (カッコ内は東京護談)

5.官公立病院の保険医指定93)…・・電気協会，東京瓦

島rrm気工業.横ー浜商業会議所.大阪鉄工業同業組合
(4) 健保組合と医師会等との診療契約

東京商業会議所，京都商業会議所.名古屋商業会議所.

紡績迎合会.電気協会.羊毛工業会.東京眼鏡製造販

売開業組合.健康保険実施協議会.東京毛織，芝浦製

千何時.藤倉電線.三共品

共同印刷健保組合

相当規模以上の大企業において，会社または工場専属

の付属病院ないしは診療所を設けていた場合でも.それ

のみでは保険医療を賄いきれず.医師会等と診療契約を

結ばなければならず，また専属の施設のないと乙ろでは

もちろん診療契約を締結しなければならなかった。それ
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は，個々の健保組合と医師会との関係になるが，必ずし

も両者の力関係は対等ではなし往々にして健保組合は

号炉、立場にたたされた。そ乙で.健保組合の医療契約を

政府管掌健康保険と同一(人頭式)にするよう.政府の

保護的干渉を求めたのであった。

(5) 診療報酬の地獄 ・支払い方式の変更

東京商業会議所穴 電気協会大臼立製作所亀戸，深

川鉄工所.赤線検温器.大日本レザー，三省堂.南商

底工場，明治製糖て 東邦炭磯弥生鉱業所犬 同亀山

鉱業所，長門起業，谷合織物，日本染色，日本電気応

用，竹内金庫庖工場，北海道鉱業本c*印は方法を提
示するもの)

人頭制の診療報酬支払L、方式は，受診者の増加により

l点単位の低下を釆し，保険医は十分な治療をなしえな

いので，医師に対する報酬のt曽額を提案するものである。

以上の2団体・16t土のうち，その方法を示すものとして，

東京商業会議所が人頭額の増額または定額式への変更を

提起し，明治製糖も定額式を提起し.電気協会と東邦弥

生は国庫負担地額を財源とするととを述べ，北海道鉱業

は鉱山への人頭手当の噌額を提起している。

(6) 医薬分業

東京商業会議所，京都商業会議所，東京実業組合連合

会，東京電気業組合，荏原工業協会，東京護諜

東京商業会議所は，ζの点について.その理由を「保

険医は薄きを理由として医療材料粗悪なる傾向あり，医

薬分業の制度により薬剤師をして役薬を分担せしむる時

は比の弊を緩和する乙とを得94)Jと述べているように，

粗診・組療への lつの対応策として提起されたのであっ

た。

(7) その他

1.接骨医の指定…・・荏原工業協会，東京鉄工機械同業

組合，明治製糖.京都商業会議所

2.医療費の被保険者への通知 ー-台湾製糖九州

3.地理的事情iとより隣県の医師も保険医lζ指定しうる

乙と ーー村井鉱業

(8) 小括

以上のような保険医療に対する不満は企業 ・資本家団

体だけでなく， J!l:著でみたごとく労働者・労働組合にお

いても強く持たれていた。そ乙で.当局も医療制度 ・医

療組織の改革lζ傾きかけ，それ故，労働保険調査会も，

その答申(1927年10月27日)において，希望事項ながら，

その第 1J頁として 「医療組織に関し自由選択主義は理怨

としては適当なるも，保険経済，地方的事情其の他特別

のi'J1由ある場合iζ於ては必ずしも此の主義のみに依り難

き事情を認めらるるを以て，特lζ調査をi遂げ之に対して

(]5) 

適当なる改青年を加うる ζと95)Jと提起したのであった。

それをうけて，第54議会に提出が予定された 「健康保

険法中改正法立案」において，第43条の3として 「保険

者は第43条の規定に依る療養の給付を為す為医師，歯科

医師.薬剤師及病院を定め之を告示すべし/前項の医師，

歯科医師及薬剤師の職務に関する事項は命令を以て之を

定む」と，制限選択主義の指定医または特定保険医ある

いは嘱託医制度への変更が図られようとしたのだった。

ただ，しかしながら.それは突然の議会解散により実現

されると乙ろとはならなかった。

7 諸手続き・ 事務取級いの簡易化

健康保険法(命令 ・規則)は，その運用に関する手続

きゃ事務取緩いを詳細κ規定していた。被保険者の資格

の得喪や標準報酬などの届出，健康保険組合の設立や運

営，記録の保存，保険料の徴収と納付.保険給付請求iζ

関する証明や手続き.それらは，政府管掌健康保険や健

康保険組合を問わず，煩環な事務を必要とした。

従って，事務手続き簡易化の主張は多方面にわたって

いるが，以下では，一括して事務の簡易化を主張する企

業 ・団体をあげると21団体，35社にのぼる。

東京商業会議所，工業倶楽部，健康保険実絡協議会，

石炭鉱業連合会，鉱山懇話会，紡績迎合会，羊毛工業

会，電気協会，大阪商業会議所，京都商業会議所，大

垣商業会議所，荏原工業協会.東京鉄工機械開業組合，

東京実業組合連合会，東京電気業組合，大阪鉄工業同

業組合.常磐石炭鉱業会，八王子織物同業組合，織物

中央会.東京眼鏡製造販売同業組合.東京鍍金同業組

合，相本染工所.東京染布J久保田織物，富士瓦斯紡

績，東京毛織，栗原紡績，;並武織物，山本螺旋.深川

鉄工所.大日本電涼，赤線倹ii¥¥'t器， 金子電気，藤倉電

線，東亜鍍金，南商庖，大日本レザー，富士製紙，東

京議談.小鳥コtム，日本皮革，東京印刷，丸善.大江

印刷， 三省堂.築地活版，日本製紛.森永製菓，借行

会.共同印刷健保組合，三菱鉱業，北海道鉱業，高田

鉱業.入山採炭，東邦炭機，野田醤油

乙のように.健康保険法の施行後間もない時期におい

て.事業主の不償れととま どいがあったのであろうか，

事務の簡易化を求めるものはかなり広く見られたのであ

る。

むすび

政府当局は，1927年6月ごろから健康保険法改正を決

意し，各方面iζ窓見を求めていたが， r全国lζ於ける各
種民間団体よりの改正建議頻りなるものあるに鑑み健康

保険法を改正し事業の円満なる発達を期するを認め96)J 
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昭和2年7月13日付けを以て内務大臣より労働保険調査

会に対して. r改善を婆すべき事項如何Jの諮問があっ
た。

これに応じて，労働保険調査会は，同月16BK第11回

総会を開会した後.21BIC:第l回特別委員会を開き.10 

月にいたるまで都合10回の審議を行い.10月15自に特別

委員会の「改正事項及び希盟事項Jの決定をえて.同月

27日の総会において.希望事項lζ若干の修正が加えられ

たほかはほぼ原案通り可決し.即日内務大臣IC:r答申」
したのであった。

「答申Jは，その冒頭で.健康保険制度は実施後日浅

く板本的大改正は今日行えないが. r四囲の情勢IC:鑑み
医療給付の造用を防止し保険経済の負担を軽からしむる

等の為方策を講ずるの必要あり97)Jとして. 8耳目白の

改正事項と 5項目の希望事項を提案するもので、あった。

当局は，乙の「答申」をもとに，その後直ちに改正法

律案の作成に着手し，社会局参与会議の審議(11月24日

および28日)を経て.改正法律案を決定し，第54帝国議

会IC:提出するため法制局K送付したのであった。と乙ろ

が，昭和 3年 l 月 IC:議会が解散されたために提出IL~ら

なかった。その後. r未提出の改正案は当然昨年末開会
の第56帝国議会IL提出せらるる筈であったが，前改正案

実施の機を得ざりし間lζ事情は推移して設に労働保険調

査会K於て議決せられた事項は多く其の必要を見ざるに

至98)Jったので，結局.第56議会iζは，保険料の強制l

徴収権を認め，保険給付の内容ならびに諸般の事務手続

きに関する事項を改善するための改正案が上程され.

「政府は速に健康保険法改正に関する調査を完fし，忌

が根本的改正を為すべし99)Jという付帯決議のヒで，

可決されている。

いま，総信表Ic:おいて，企業 ・資本家団体の改正意見

と労働保険調査会や政府当局の対応関係とを比較してみ

ると，企業・資本家団体の要求のうち，制度の恨鈴』ζ関

わり，労働者 ・彼保険者の権利を大きく後退させるもの

は容れられていないが.相当に思い切った軌道修正がな

されているのも事実である。かなりの程度企業サイドの

主媛が通っている乙とは，それだけ政府当局の事態の受

け止め方が深刻であった ζとを物語っている。しかし，

それは資本家団体の圧力が強力であったというよりは.

保険経済への不安が政府当局をして修正を決意させたと

いう側面も見落としてはならないであろう。それ放IL.

医師会が嫌っていた100)制限選択主義に傾き.指定医も

しくは嘱託医制を採ろう とさえしたのであった。

しかし.乙れらの改革案は.主要な論点については.

上述したように，ほとんと実現される乙とがなかった。

(16) 

それは，第54帝国議会が解散されたζとにもよるが，保

険給付も一応の議ち必きを見せた101)こととは決 して無

関係ではないであろう。とはいえ，紙数の尽きた今，そ

れについては次の稿の課題とせざるを得ない102)。

〔浅〕

1 )他著『日本健康保険、法成立史論』第4章，晃洋l!}'房.

1985年。

2 )拙稿「資本家からみた健康保険法施行の影縛J.

『対板市立大学生活科学部議己要』第34巻.H泡7年3月。

3 )三菱合資社資料課『健康保険法に就て』第l巻.59 
一ー 今 e
ベー-ノ。

4 )向上書.65ページ。

5) r日本工業倶楽部廿五年史(上巻)J，1943年， 571 
ザ

ノミーー二ノ。

6 )社会局保険部編『健康保険法施行経過記録J，1935 

年， 650ページ。

7 )東京商業会議所編『健康保険法改正意見必lζ参考資

料よ 1927年8月。

8)乙の他IL，下回製糸部は，危険度の低い事業所の保

険料率の引き下げと，健保組合の認可基準の緩和を主

張し. r然らざれば製糸工場iζ採りては全く有害無益
の法律というべく一日も早く撤廃されん乙とを切望す」

(向上『健康保険法改正意見並1(，参身資料J，1927年

8月.86ページ)，と消極的な「撤廃Jを希望してい

るのを見る乙とができる。

9 )同上書.26ページ。

10)それは.三菱鉱業，村井鉱業，北海道鉱業，釜石鉱

山，長門起業炭繍.入山採炭，大臼本炭繍勿来健保組

合，岡高校坑健保組合，東邦炭繍弥生鉱業所，同亀山

鉱業所.王減炭繊の11社，および石炭鉱業迎合会，鉱

山懇話会.常盤石炭鉱業会の3団体である。

11)東京商業会議所は，東京府下の工場，健保組合，同

業組合および全国の鉱山など500カ所に質問状を送付

したと乙ろ.114カ所より回答が寄せられたという。

したがって， i廃止・延期論Jや「社会保険全面的実

施論jは3例および2例に過ぎず，ごく少数例だとい

わなければならない。

それ放iζ.東京商業会議所による社会局への意見答

申(7月14日付)では，乙れらの点は，正式怠見とし

ては，取り上げられていない。

12)社会局 『健康備検時報』昭和2年8月号 (26ページ)

および同年9月号(7 -8ページ)。

13)協調会 『社会政策時報』昭和 2年 9月号 53-54 

ベーシ。
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総括表 資本家の改正意見 t 労働保険;~1ì:会符中および改正法案 t の比較

改 正 立見 労働保険凋究会衿:1f1 第 54議会提出予定法案

l 廃止・無期延期 u" ιa。

2以Ii日共済組合削除外 否。

3 飽M~保険組合内 Uî拡大 8.保険者は付加給付をなしうる。
58 保険.Y:i!持i)J令により給付のI将初、期liiJ守延長し、
給付r:nHを新設できる。

4j.(!.nU彦前の緩和 否。

5J!.'Wの@lJlj除外 ].主務大臣の認可により@l)IJ除外 18-2 迎、月な給付をなす事業所で被保険./'it.:る職只
の 4 分の3以上のliiJ.~;をえて'l~;長 ì=:が巾 :l'I。

18-3 戦此の2分の1以上の伺なにより包tt.して被
保険~.の申請ができる。

6fI~;総統加入廃止 2.任怠継続加入の保険.r;'1立政府のみ 20 'ft.係長失の際仁号|続き60日以上被保険者である
とする 場介にのみ"T。

27.35飽保組合は事業主t被雌mの被保険者のみを
以って組織する。

7.資絡喪失後の業.務外傷病7・ち金の &0 
継続支給は喪失の際引絞き60日以上
被保険者である場合にuT。

7被保険省の範l川拡大 ifi。

8;長m1:傷病除外 否。

91炭後給付の制限・:I!.¥JTI 3.業務外疾病で軽微なものは停止 係。

~}jll.: 

5.;業務外傷病lま被保険JすがそのiHIl 43・2 業務外傷病療養給付I;r.被保険者も 一部:ft1i!す
を一部負担。 る。

10傷病手当令の消滅 6.保険1'iI"!ま傷病手、"1金の'f!をM/J日し 46 入院の傷病手、円金の減傾lま廃止する。
業務外l主事業により減ずること"T。 45 業務外傷病手当令は保険-li'又l.i'l"";長のnII介によ
健保組合の場合は主手語大t: ~ の必 "r を

り 100分の40まで減額できる(健保組合に於てl.t.o.2.
必要とす。

"T を~すL

47 傷病下、月令I.t.業務上・外とも同イ仰向で J80n
以内。

4.被保険者の著しい不行跡による場 61 被保険者の著しい不行跡tこよる傷病手当金は全
合I.t.傷病子、'I令の令部XIま ・部+手止 部:又は一部停止。

l1i.¥"lIIJの延長 否。

12給付支払迅速化 ?号。

13健康者保険料割戻し -&。

14保険料納入んー~.tの改存 3)政11健保保険料納入1:郵便局も，，[ ，口官、。

15凶W1HIlの榊綴 5)行政事務費1:呪従のLtJW1ttJI.以外 *lIfl和4年改正:国庫負但綴I.t.予算において1迂:it-定
に月IJに同席負t9.のこと。 める。

16保険!~'. ~守へのぷ別待遇 2)僚養給付に適当な監11-制!交をぷけ 43-3 保険院は保険者が定め告示する。
のt次rr る二と。

17医療組織・診療契約の 3)自由選択主義I.t.fIII氾!だが、保険経 43-3 その戦務に|刻する事項l.i命令を以て定める。
l次 ~f .保険|去の指定 済、地方的事情等によりi血喝な改j年

を加えるこ t。

18.J:療報酬のI判官(i.支払 Aじs、。

}i式の変a
19医業分業 否。

20下絞 "lq売の簡易化 4)事務の手絞はなるべく簡易にする 8 I足険おI.t.事業主に事務ぞ行わすことができる。
こt

8・2'l~業主I.t.健康保険代理人を選任できる 。

陥 考
j主 1. -8.1.t.改正 '1~1a i主 数ネI.t.健保法改正法案の粂数番号

1) -5)は希常事項

( 17) 
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14 )東京商業会議所前掲18.203-1ページ

15)同上容.40-1ページ。

16) l!沼5年1月198.労働保険潟査会は下記の「改正案

要綱Jを決定した。

1.民間共済組合に下記の特例を認める乙と。

(イ)主務大臣が認定した共済組合は健康保険法を適用

しない乙と。

(ロ)上記認定の共済組合は盆礎確実で，健康保険法の

規定と同一程度の保険給付および保険料である乙

と。

村上記認定の共済組合は主務大臣が監督するとと。

2.健保組合は法定以上に組合員または保険給付の範

囲を拡張しうるとと。

17)健康保険法第12条

18)前掲『社会政策時報j昭如2年9月号.54-5ペー

ジ。

19)労働保険調査会の「答申J (1927年10月278)は.

本稿「むすびJの総括表に示すように.8項目の改正

事項と5項目の希望事項よりなっているが.民間共済

組合の適用除外はその中iζ含まれていない。

20)治水玄「健康保険実施の総勘定J.r社会政策時報』
昭和2年3月号.78ページ。ただし. ( )内は引用

者が補った。

21)東京商業会議所編前侶『健康保険法改正窓見並に参

考資料J.38ページ。
22)同上容.252. 114. 129. 157. 170ページ

23)悶上書.87. 232-3ページ

24)例え'i.貴族院本会議における法案委員長片桐点央
による経過報告では，まず.大企業で自治的な健保組

合を設け. r其以外のものに対しましては官営を以て
之を致しましてJ (社会局『健康保険法施行経過記

録J.1935年.282ページ〉と説明されている。

25)清水玄前掲「健康保険実施の総勘定J.78ページ。

ただし( )内は引用者が補った。

26)熊谷憲一「健康保険組合の財源と医療組織に就て」

『社会政策時報』昭和2年7月号.85ページ。

27)社会局「健康保険事業沿革史J.1937年.59ページ。

なお，その後の健保組合の設立認可は1927年8月ま

でなく，結局同年12月末までに20組合の認可があった

にすぎなし、から(健康保険組合連合会『健保連三ト年

の歩みJ.1973年.209-10ページ入時間的な事情
は理由にならないであろう。そこには，予算的な事情

が関連したらしく，たとえば.1927年2月18付 「大

阪毎日新聞』によれば. r保険組合によるもの六十万
人の見込みで予算を組んだ.けれどもーー一当局はすでに

(18) 

許可した組合の被保険者が予想以上iζ上っているので

予算関係から新に許可をしぶりJ (神戸大学経符経営

研究所編 r新聞記ijJ資料集成J.労働編第4巻.1975 
年.572ページ)というような理由で，慎重に認可を

審査したものと恩われる。

28)同上『新聞記事資料集成J.労働編第4巻.572ペー
ジ。

29)社会局「健康保険法令改善意見J (r健康保険時報』

昭和2年12月号.290ページ)。協調会「健康保険法

改正意見絹録J(r社会政策時報』昭和2年9月号，

66ページ)。

30)向上「健康保険法令改善意見J (r健康保険時報』

昭和3年3月号. 7ページ。

31 )前渇東京商業会議所『健康保険法改正意見並iζ参考

資料J.38ページ。

32)清水前掲稿.71ページ。

33) 1926年12月12日付『時事新報J (前掲『新聞記事資

料集成J.労働編第4巻.570ページ)。

34)向上 f大阪毎日新聞J (1927年 2月1日).または

清水前掲稿.70ページ。

35)前掲「健康保険法改正意見輯録J (前焔誌.66ベー

ジ〕。

36)職員の適用除外と任意加入とを明確に区別するもの

は少ないが.東京製薬同業組合は.任意加入を認めれ

ば，生来虚弱の病患者が加入を希望するという逆選択

が生じる虞があるので，適用除外とすべきだとのべて

いる。

なお，適用除外と任意加入iζ分けると以下のように

なる。

1.適用除外または任意加入を主張するもの ・東京

商業会議所.富士製紙，三菱鉱業

2.適用除外......工業倶楽部，名古屋商業会議所，東

京実業組合連合会，常努石炭鉱業会，東京製薬開業

組合，東京毛織，芝浦製作所，東京瓦斯電気，石川

島造船.大島製鋼所，綴倉電線，村井鉱業

3.任意加入・ーー石炭鉱業連合会，鉱山懇話会，健保

実施協議会.大阪商業会議所(1.200円以上の職員

も含む).電気協会(同左).大垣商業会議所，東

京鉄工機械悶業組合，羊毛工業会，荏原工業協会.

日立製作所亀戸，日本製粉，三省堂，野田醤油

37)乙れは，工業倶楽部が主要工場鉱山の健康保険の実

務但当者を召集・して.健康保険法の実施後の影響につ

いて協議するものである(r社会政策時報』昭初2年
9月号.58ページ)。

38)東京商業会議所『健康保険法改正怠見並に容考資料』
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の整理 (34ページ)では.報酬年額が1.200円以下の

職員の適用除外を主強するものの中に紡績.cl!合会を含

めているが，紡絞主H合会は1t・与を加え年収1.200円を

紐える職員の除外を主張するのであって，下級戦自に

ついて適用除外を提起するものではない (228ベージ)。

39)向上 f社会政策時報1. 62ページ。

40)向上誌.63ページ。

41 ) 東京商業会議所制I~前tf:l r健康保険法改正意見g~11:参

考資料J.33ページ。

42)前掲 f日本工業倶業部け五年史J (上巻).344ペー

ジおよび前掲三災合資会社編『健康保険法iζ就て』

(第 l巻).53ページ。

43) r修正の必要がある労働保険法案ム 1922年 1)125-
8日付『東京日日新聞J (前掲『新聞記事資料集成J.

労働編第 4巻.570ページ)。

44)労働保険調査会m5回総会(1921年12月26日)およ

び特別委員会第 l回会議(1922年 l月 9臼).riri m 

『健康保険法施行経過記録ム 79.109ページ。

45) r経済往来』第2巻第8号.83-4ペー ジ(r社会
政策時報』昭平日2年9月号.63ページ〉。

46)職員の数(および苫IJ合)は.1927年3月末には，政

府管掌で35.573人(全体の3.Hぢ)である。

47) 1927年7n22日付 r時事新報J (前掲 『新聞記事資
料集成1.労働編第 4~. 584ページ)。

48)例えば，工業倶業部や石炭鉱業連合会 ・鉱山恕話会

(前渇『日本工業倶楽部廿五年史ム 344ベージおよび

前掲『健康保険法IL就てJ(第l巻).54ページ)を

あげる乙とができる。

49)例えば，第4回総会における江木翼委員の発汗およ

び第5回総会における森荘三郎委員の発言。もちろん.

ζれに対して，脇佳之助事宇事や亀田盛治虫1¥委員の反論

があった。(前m r施行経過記録J56-7. 74. 84-
5ページ)。

50)それにもかかわらず，東京商業会設所前ar健際保
険法改正窓見並』ζ参巧資料J11:収録された当業者 ・伺

別金業の意見としては，廃止論を直接確認する乙とは

できない。

51)社会局「位脱保険法令改汗意見J.前tsr健康保険
時報』昭和2年10月号.14ページ。

52)東京商業会議所前渇『健康保険法改正意見住に参考

資料J.34および157ページ。

53)乙の点IC閲して，例えば日本労農党は. r解雇後も
一定期間は何等の手続きを婆せずして被保険~たる地

位を保ち，尚一般に失業期間医療を受くる縦平IJを認む

る乙とJ (前t~H健康保険時報』昭如 2 年 8 刈号. 27 

( 19) 

ページ)とセ娠しているのを見るとき.全くそれらの

要求を無視する乙とは得策ではなかったであろう。

54)前m r俗)，].1保険事業年報J (昭和元 ・2年度).203 
- ー'ベー・ノ。

55)社会局『健康保険講習会速記録J.産業福利協会，

1926年，第2;;'i:17ページ.または熊谷憲一『改正健康

保険法精.&J.厳松堂書庖. 1 936ff:. 117ページ。

56)社会局，協調会，東京商業会議所前渇調子t。

57)社会同，協調会前掲調査。

58)東京商業会議所前掲「健康保険法改正意見1即ζ参考

資料J.35ページ。
59)乙の点』ζ関連して，石炭JJt.品連合会 ・鉱山懇話会は，

鉱業の'JJ;路上局(鉱業法は人数を定めていない)Iζ対す

る健康保険法の適用範囲を工場法との均衡上常時10人

以上の従業者を使用する事業場に限定するととを主張

しているのも (1耐-f3r健康保険時報JiJn和2年9月号，
7ページ).健康保険法の適用を回避しようとする乙

とを窓凶するものであろう。

60)例えば，日本労農党は. r被保険者の範囲を鉱張し
一切の被用者iζ及ぼす乙とjと主娠し.また社会民衆

党は. i被保険占の範囲を工場法及び鉱業法適用外の

労働者小作人及び俸給生活者lζ鉱娠することjと主張

しているのである(r健康保険時報Jf~-{和 2 年 8 月号.

27ページおよび昭和2年12月号. 8ページ)。なお，

労働組合レベルにおける対応は拙幸子『臼本健康保険法

成立史論J(412-4ページ)を参照の ζと。

61)森荘二:.J1II前mr健康保険法解説J.88ページ。
62)前掲『健康保険法改正意見援に参考資料J.27ペー
ジ。ただし.(1)-(3)の容号は引用者が付した。

63) 乙の点は，羊毛工業会も「現行法がJJ~業主の利益11:

偏重せりとの摘疑心を労働者に懐かしむるJ乙とを指

嫡している(協調会「健康保険法改正怠見紛録J.r社
会政策時報』昭如 2年6月号.56ページ)。

64)前渇『健康保険法改正怠見並に参考資料J.5ペー
'/。

65)東京鉄仁機械同業組合の意見 <"iJ1: i爪 212-3ベー

:〆。

66)前掲「健康保険法改正意見紛録J(r社会政策時報』

向上号.57ページ)。なお，ロ)については，すでに

(1922年 1月).石炭鉱業連合会 ・鉱山懇話会の健康

保険共同凋査委員会が街偏していた(前向『健康保険

法に就て』第 l巻.53ページ)。

67)割合について. 1 2とH月停に提起しているのは，

東点的j~会。品所，東京鉄工機械同業組合，電気協会.

目立製作所であるか，共同印刷は，業務上の事故を事
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業主負担とした上で.業務外についてなお折半(1 

1 )を提起している(前焔「健康保険法改正意見必iζ

参考資料J，156-7ページ)。

68)乙の点は， t，出著『日本健康保険法成立史論」第2.41:
第2節を参照されたい。

69)乙の点は，労働保険調査会における政府当局(膳砕

事)の説明でも， r当初に於てはとの両者を区別する
ことを得ず。業務上のものは取級わずとせば権限争い

起り労働者lζ不利となる。ー ーー負傷の責任の帰属iCI，刻

する調査は不十分なるが・…重傷iζ於ても本人の過失

によるもの多きを以て見れば.短期のものに付きでは

労働者の過失頗る多き ζととなるべしJ(前掲『健康

保険法施行経過記録J，44-5ページ)と，政府案の

利点が強調されている。

70)清水玄「其の後の健康保険J， r社会政策時報J1沼
平日4年7月号，67ページ。なお，当局の予怨lζよれば.

被保険者 l人当り 1カ月平均療後日数は1.4臼程度で

あったから，約2倍以上の地加であった。

71) 1927年度において，定額式が117組合 (34.79彰)，

時価式が引組合 (21.1必)を占めていた(前掲昭年元・

2年『健康保険事業年報J.402ページ)。
72)慢性的疾患については共同印刷健保組合のみ言及が

確認できる。なお，前掲東京商業会議所『健康保険法

改正意見並tζ参考資料』の社会局への正式の答申ては，

花柳病についてのみ言及しているにすぎなb、。

73) 乙の項目については，京~商業会議所も主張してい

る。

74) r療養の給付はなるべく充分ならしむる ζとJ(前
t~ r健康保険法令改善意見J， r健康保険時報J11併日
2年10月号， 14ページ)という主張であった。

75)拙著『日本健康保険法成立史論J394ページ注(2)を

参照の乙と。

76)他著216-7ページ参照の乙と。

77)傷病手当金は標準報酬臼額の6割が180日分(業務

上のものは同一傷病.業務外のものは通算において)

以内で給付される。業務上は休業第1日目より.業務

外は第4日目から支給される。

78)前掲東京商業会議所『健康保険法改正意見並K参考

資料J，13ページ。

79)前錫『日本工業倶楽部廿五年史J(上巻)， 571ベー

ジ。

80)前縄『健康保険、法改正意見ill1K参考資料J.13ペー

ゾ。

81)森前掲書.150ページ。

82)熊谷前潟舎.486ページ。また.当時の医師会のー

(20) 

理事も「蓋し実際問題として待期期閣を何口とするや

は被保険者の生活資料の関係を考慮して定むべきもの

たりJ (r経済往来J第2巻第8号.94ページ，ただ

し『社会政策時報』附相2年9月号.74ページより再

引用)と，同僚のととを述べている。

83)健康保険法の制定当時には，療養4ζ関するAuthorized

Doctor制度の設置が提案されていた(前縄『健康保

険法に就て』第 l巻.57ページ)。

84)清水前掲稿「健康保険実施の総勘定J (r社会政策

時報』昭如2年3月号.74ページ)。

85)熊谷憲ーによれば，国庫負担の趣旨は頃務貨の補助

だという(熊谷前掲2f.608ページ)。

86)富士製紙は当時の国庫負担は事務費の補給にならな

いと指摘している。その他，東京商業会議所，名占屋

商業会議所.健康保険実施協議会，芝浦製作所. ~事倉

電線，釜石鉱山から事務貨にすら不足しているという

指摘があった。なお，東京毛織によれば. 1. 0∞人程

度の健樹E合では.事務費の半分にも足りないとし、う。

87)名古屋商業会議所は，単IC事務費の補給にとどめす.

給付費の繍助を行うべきだと主張している。

88)医師会とは1926年11月4臼iC.歯科医師会とは12月

16日に，薬剤師会とは12月17巳にそれぞれ契約が締結

された。

89)拙著『日本健康保険法成立史論J (435ページ)K 

おいて紹介しておいた。

90)健保組合の診療組織の契約先については，向上拙著

436ページを参照のζと。また，健保組合の診療契約

方式(昭手口元年度および2年度8月当時)について見

ると.人頭式86組合 (29.696). 定額式90組合 (30.9

%).時価式24組合 (8.2%).割引式22組合 (7.6

%).実費7組合 (2.496).不明62組合 (21.3 ~百) .

契約組合数計291組合となっている(r健康保険三十
年史J下巻，お3-4ページ)。

91 )学識経験者による!事実の指摘は，前街地著.447-

50ページを参照の乙と。

92)健保組合に顧問医を設け.詐病や保険医の不当な診

断を審査させる乙とを提起している。

93)官公立大学付属医院における診療に関する勅令およ

び施行省令が1927年8月と12月Iζ公布され.翌28年3

月末までに8つの大学病院で・診療が開始され.また公

立病院については1927年度中に30病院と診療委託契約

が結ばれた。

94)前掲東京商業会議所『健康保険法改正意見ill(iζ参考

資料J.20ページ。

95)前掲『健康保険'修業沿革史J.63ページ。
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96)同上書， 61ページ。

97)向上容.62ページ。

98)清水玄「其の後の健康保険Jr社会政策時報』昭和
4年7月号， 76ページ。

99)前褐 『健康保険事業沿革史J，73ページ。

100)医師会は， 1927年10月の第5固定時総会で， r団体
自由選択主義は本邦開業医制度に応じて能く健康保険

の医療給付を円滑に連用し得る一大健径なり，世上往々

lζ して之が改変を企つるものありと!ilt，本会は極力斯
主義を支持Jする(古瀬安俊『健康保険の医療制度と

労働者の健康強化J，保健衛生協会， 1938年， 115ペー

ジ)と.労働保険調査会の勤きに反対決意を表明して

し、た。

101 )清水玄は， r健康保険法実施以来年を閲する乙と今

や三年有余半 ・問題の諸点も漸く解決せられつつ

あり，J3.つ制度それ自身も漸次国民生活の一部lζ結合

しつつあり，各般の事情も所謂落着きの状態1;::i差した

るものと観察せらるるJ(前掲清水稿「其の後の健康

保険J.r社会政策時報』昭和4年7月号，63ページ)
ι総括している。
102)乙の点について，佐口信氏は「さきの調査会の答申

とは異なって，事務手続Kかんする r改善』が改正の
中心となっていた。乙れは時日とともに健康保険法の

反対の気速がうすらいだのか，あるいは当局の考え方

が変わったのか，さらに運営が軌道にのるようになっ

たのか，即断しがたいと乙ろであろうJ(佐口前縄書，

198ページ)と，慎重に述べている。

(昭和62年10月12日受理)

Summary 

The Health [nsurance Act in Japan was enforced in 1927. But many employers， employees. and doctors objected 

against the Act. So， Government， the Institute of Management and Labour Harmonization， and the Tokyo Chamber of 

Commerce etc. inquired about their requests or claims for the reform or amendm巴ntof the Health Insurance Act. 

[n this paper， making reference to these inquiries， we study the requests or claims for the reform of the Act by 

management. 

At that time， many of management did not claim the repeal the Act or the postponement of the enforcement， but 

claimed the practical r巴formavailable for management as possible as they could. 

As we studied in our previous paper on this Annual Report Vol. 34， many managements was afraid of that: 

1. Giving workers the right of social insurance benefits would rather unrest the industrial relations based on paternalism. 

2. Sick benefit and absent payment might bring on pretended sickness or idlenss and reduction of productivity. 

3. It would increase the cost which management should contribute 10 th巴benefits.

前lerefor，in response to the apprehension， many of management claimed the reform or amendment of the Health 

Insurance Act to following points: 

1. To alleviale authorized terms abou t the Kenkouhoken-Kumiai (the approved society or the public corporation) 

and enlargement of the activieis. 

2. To contracl out of the lower class staffs. 

3. To contract out of the sick benefit and absent payment based on work and to restric the benefit or payment 

only within sick and wound not based on work. 

4. To cut down benefit rale， or to extend the waiting time. 

5. To reduce employers' contribution 

6. To increase government subsidy 

7. To simplify the procedure of administra tion 

8. To reform the medical syslem or medical organization. 

9. To change the medical fee system. 

10. To limit the insurance dClctor. 

Though these claims to be disadvantage for workers hardly accept巴dby government， some of claims accepted in case 

of useful for insurance finance目

(21) 


